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令 和 ５ 年 ９ 月 1 4 日 （ 木 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（39名）

（ ）１番 下 沖 篤 史 新 生 会

（ ）２番 齊 藤 了 介 志 誠 会

（ ）３番 黒 岩 保 雄 緑 風 会

（ ）４番 永 山 敏 郎 県 民 連 合 立 憲

（ ）５番 今 村 光 雄 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）６番 工 藤 隆 久 同

（ ）７番 川 添 博 宮崎県議会自由民主党

（ ）８番 荒 神 稔 同

（ ）９番 福 田 新 一 同

（ ）10番 本 田 利 弘 同

（ ）11番 山 内 同いっとく

（ ）12番 山 口 俊 樹 同

（ ）13番 濵 砂 守 同

（ ）14番 内 田 理 佐 み や ざ き 未 来 の 会

（ ）15番 脇 谷 のりこ 親 和 会

（ ）16番 松 本 哲 也 県 民 連 合 立 憲

（ ）17番 山 内 佳菜子 同

（ ）18番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）19番 西 村 賢 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 二 見 康 之 同

（ ）21番 後 藤 哲 朗 同

（ ）22番 山 下 寿 同

（ ）23番 野 﨑 幸 士 同

（ ）24番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）25番 安 田 厚 生 同

（ ）26番 日 髙 利 夫 同

（ ）27番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（日本共産党宮崎県議会議員団）28番 前屋敷 恵 美

（ ）29番 井 本 英 雄 自 民 党 同 志 会

（ ）30番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 立 憲

（ ）31番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 武 田 浩 一 同

（ ）34番 山 下 博 三 同

（ ）35番 日 髙 陽 一 同

（ ）36番 丸 山 裕次郎 同

（ ）37番 中 野 一 則 同

（ ）38番 外 山 衛 同

（ ）39番 日 高 博 之 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 佐 藤 弘 之

総 合 政 策 部 長 重黒木 清

政 策 調 整 監 田 中 克 尚

総 務 部 長 吉 村 達 也

危 機 管 理 統 括 監 横 山 直 樹

福 祉 保 健 部 長 川 北 正 文

環 境 森 林 部 長 殿 所 大 明

商工観光労働部長 丸 山 裕太郎

農 政 水 産 部 長 久 保 昌 広

県 土 整 備 部 長 原 口 耕 治

会 計 管 理 者 長 倉 佐知子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 村 久 人

総務部参事兼財政課長 高 妻 克 明

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 平 居 秀 一

代 表 監 査 委 員 川 野 美奈子

人事委員会事務局長 田 村 伸 夫

事務局職員出席者

事 務 局 長 渡久山 武 志

事 務 局 次 長 鬼 川 真 治

議 事 課 長 福 島 久 大

政 策 調 査 課 長 牧 浩 一

議 事 課 長 補 佐 佐 藤 亮 子

議 事 担 当 主 幹 弓 削 知 宏

議 事 課 主 任 主 事 上 園 祐 也

議 事 課 主 任 主 事 山 本 聡
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代表質問◎

これより本日の会議を開きま○濵砂 守議長

す。

本日の日程は、昨日に引き続き代表質問であ

ります。

ただいまから代表質問に入ります。まず、公

明党宮崎県議団、重松幸次郎議員。

〔登壇〕（拍手） おはよう○重松幸次郎議員

ございます。公明党宮崎県議団、重松幸次郎で

ございます。

通告に従いまして、順次質問させていただき

ますので、知事をはじめ関係部長の明確な御答

弁をお願いいたします。

初めに、知事の政治姿勢についてお伺いいた

します。

新型コロナ分類が２類相当から５類へ変更と

なり、本格的な経済回復を考える時期でありま

すが、2020年の当初から３年にわたって、経済

や社会生活が制約される異常な事態が続いたた

め、この間の日本経済の国内総生産（ＧＤＰ）

水準は、新型コロナ感染拡大前の水準を下回る

状態が続いておりました。

加えて、物価・燃油高騰やデジタル化の遅れ

と半導体不足、さらには将来人口の減少化を見

据えると、たとえ需要が急速に回復したとして

も、供給制約に直面し、インフレを加速する事

態を引き起こしていると、今後の長期的な経済

成長の見通しを多くの経済学者が悲観的に見て

おります。

一方で、2024年問題、働き方改革関連法が適

用される来年４月からは、物流業界のみなら

ず、あらゆる産業の人手が不足し、サービスの

低迷を強いられる社会問題を抱えている現状で

す。

そうした中で本県は、直面する様々な課題や

今後の方向性を改めて整理し、令和22年（2040

年）を展望した「長期ビジョン」と、今後４年

間の実行計画となる「アクションプラン」を策

定されました。

そこで、この４年間、アクションプランの推

進にどのような姿勢で臨んでいかれるのか、知

事にお伺いいたします。

次に、喫緊の課題である原油価格・物価高騰

対策にどのように取り組んでいかれるのか、総

合政策部長にお伺いします。

以上、壇上からの質問とし、以下の質問は質

問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。アクションプランの推

進についてであります。

本県はもとより我が国は、少子高齢化による

人口減少の進行に加え、長引く原油高・物価高

の影響、さらには、デジタル技術等の進展や気

候変動による自然災害の激甚化・頻発化など、

複雑で予測困難な時代に直面しております。

このような情勢を踏まえ、県が定めた新たな

アクションプランにおきましては、まずは、落

ち込んだ県民生活・経済活動の早期回復を図

り、本県を新たな成長軌道に乗せる「宮崎再

生」を第一に掲げますとともに、出生率・出生

数の回復に向けた少子化対策や、若者の県内定

着の促進などの社会減対策、デジタル化・脱炭

素化にも対応した人づくりや産業づくり、災害

に強い県づくりなど、持続可能で未来志向の施

策を盛り込んだところであります。

今後とも、現場主義や対話と協働、常在危機

の意識を徹底した県政運営を基本姿勢として、

県民の皆様の声にも真摯に向き合いながら、こ

のアクションプランを県民一丸となって推進

令和５年９月14日(木)

- 76 -



令和５年９月14日(木)

し、誰もが幸せを実感でき、夢や希望を持てる

ような宮崎県の実現に邁進してまいります。以

上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お○総合政策部長（重黒木 清君）

答えします。原油価格・物価高騰対策について

であります。

県としましても、これらの対策は、県民生活

・経済活動の安定化はもとより、宮崎再生の早

期実現や、次なる成長にとっても重要であると

考えております。

このため、国の交付金や宮崎再生基金等を活

用し、これまでも生活者支援として、保育所等

の給食支援や、市町村と連携したプレミアム付

商品券の発行、理容・美容・クリーニングの利

用促進などに、また、事業者支援として、交通

・物流事業者や農林漁業者への燃料・資材等の

価格高騰分の補助などに取り組んできたところ

であります。

しかしながら、影響が長引くなど先行き不透

明な状況が続いておりますので、引き続き、県

内への影響の把握に努めるとともに、全国知事

会等を通じて必要な要望を行うなど、国とも連

携を図りながら、しっかりと対策を講じてまい

ります。以上であります。〔降壇〕

それぞれに御答弁いただ○重松幸次郎議員

き、ありがとうございました。

コロナ禍からの反転、人口減少や社会変化の

対応、国際情勢と最先端技術の進展など、現時

点では予測のつかない状況もあろうかと思いま

すが、であるからこそ全庁を挙げて取り組み、

そして私たち議員も、国や市町村とも連携し

て、若者が将来に希望の持てる社会、活力と安

心・安全な暮らしづくりに、共に前進してまい

りたいと思います。

次に、県民の命と暮らしを守る取組について

伺います。

初めに、台風による豪雨災害など、自然災害

が頻発化・激甚化しています。また、近い将

来、南海トラフで地震が発生することは間違い

ないと指摘されていることは、言うまでもあり

ません。

改めまして、南海トラフとは、大陸プレート

の下にフィリピン海プレートが沈み込んでいる

場所を指し、このエリアでは、100年から200年

の間隔で蓄積された「ゆがみ」を解放する大地

震が発生しているようで、前回の発生は1944

年、昭和東南海地震であり、間もなく80年が経

過しようとしております。さらに、この震源域

で、前々回の巨大地震である安政東海地震か

ら90年ぶりでの発生となっています。

政府の地震調査委員会は、今後30年以内に南

海トラフ地震が起こる可能性を70％から80％程

度と予測しております。

政府の被害想定では、太平洋側の多くの地域

で震度６強を超える強い揺れが襲い、最大で30

メートルを超える津波が襲来。本県において

は、建物被害は約８万棟の住宅が倒壊・焼失

し、最悪のケースで、人的被害は約１万5,000人

を超えると想定されています。

それら被害の甚大さはもちろんのこと、より

深刻なのは太平洋ベルトでの被害で、経済的な

生産活動は停滞し、例えば鉄道事業者は、運行

を止め、安全確認をしなければならず、製造業

の製造ラインの安全確認、金融・サービス業

は、オフィスビルのエレベーターの閉じ込めの

救出に数日かかり、修理・補修が終わるまで出

勤ができず、業務にならないと指摘されており

ます。

そもそも電力はどの程度で復旧するのか。政

府の被害想定によれば、全国で最大2,930万軒が
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停電すると想定されており、復旧には最大で２

週間かかると考えられています。

また、浄水場や水道管の被害も発生し、その

ほか港湾の被害が出れば、国内外への物流輸送

は停滞し、さらに大量の瓦礫で、道路や河川、

港の機能は著しく低下するであろうと予測され

ております。

まずは、交通と物流のインフラ整備、電力・

水道といったライフラインの回復が最優先であ

り、町並みや住宅の再建は当分の間、後回しに

せざるを得ない。

では、その間の避難所運営や市民生活への救

援、また、医療・介護現場での支援活動など、

どう備えるべきか。

南海トラフ地震だけでなく、台風や風水害、

火山の噴火などなど、改めて「自分の命は自分

で守る」という自助努力を認識し、県民全員へ

の防災・減災への取組を、再度その情報発信を

促していかなければならないと考えます。

そこで本題に入りますが、地域防災の強化を

図るためには、幾つか組織があります。その一

つに、災害時に住民の皆さんが地域ごとに団結

し、自らの手で自らの生命・身体・財産を守る

ために結成された自主防災組織があり、また、

長い歴史を持つ消防団は、住民の積極的な参加

の下に「消防団を中核とした地域防災力の充実

強化に関する法律」も制定されました。日夜、

地域防災に貢献されていることは言うまでもあ

りません。

さらに、防災士は、2002年（平成14年）に設

立された日本防災士機構が認証する民間資格

で、我が国の防災と危機管理に寄与することを

目的に、民間パワーで地域防災力の向上に貢献

されています。

では、防災力を高めるには、地域防災の中核

を担う消防団員や防災士などを確保することが

重要だと考えますが、県の取組を危機管理統括

監にお伺いします。

大規模災害○危機管理統括監（横山直樹君）

時には、自分の命は自分で守る「自助」に加

え、地域住民の支え合いなどの「共助」の取組

が不可欠でありますが、消防団員や防災士は、

その中心的役割を担う重要な存在であります。

このため、消防団員につきましては、県内の

大学生や全ての高校生に、その重要性や魅力を

アピールする募集チラシを配布するとともに、

若手や女性団員による意見交換会を実施するな

ど、その確保に取り組んでおります。

また、防災士については、平成20年度から県

が認定研修機関となり、宮崎県防災士ネット

ワークに委託して、県内各地で養成研修を実施

するとともに、県ホームページで紹介するな

ど、その確保に取り組んでおります。

消防団員、防災士の担い手○重松幸次郎議員

の確保をよろしくお願いいたします。

県の建設工事等入札参加資格に関する事項の

中に、地域貢献として「消防団員の在籍数」を

格付における総合点で加点する仕組みがありま

すが、防災士についてはまだのようでありま

す。

そこでお尋ねいたしますが、本県において建

設工事発注に、建設工事の入札参加資格の認定

において、従業員の防災士の資格取得について

も評価すべきと考えますが、県土整備部長の見

解をお伺いいたします。

建設工事の入○県土整備部長（原口耕治君）

札参加資格におきましては、土木一式工事など

の５業種について、企業ごとに技術力や経営

力、社会性などを考慮して、建設業者の格付を

行っております。

- 78 -



令和５年９月14日(木)

建設業者は、防災・減災、国土強靱化の中心

的な役割を担い、さらには災害発生時に被災現

場での最前線で対応に当たっていただく、県民

の安心と安全を守る大変重要な存在であり、現

在、従業員の消防団加入を地域貢献として評価

しているところであります。

議員御指摘のとおり、防災士についても、地

域防災力の向上に貢献していると認識しており

まして、防災士の資格取得など、防災意識を高

める取組を評価することは重要と考えておりま

すことから、今後、建設業関係団体の意見も伺

いながら検討してまいります。

ありがとうございます。御○重松幸次郎議員

答弁にありましたとおり、消防団や防災士など

の立場で、災害現場に建設産業の方々がおられ

ることは、災害発生後の連携を図るにも、的確

な対応と機動力を増すことが期待できますの

で、御検討をよろしくお願いいたします。

次に、防災施設におけるフェーズフリーにつ

いて伺います。

フェーズフリーの意味ですが、日常と非日常

のフェーズ（局面）の垣根をなくして、双方の

価値を高めようとするものであります。

このフェーズフリーの質問は、昨年11月の一

般質問で安田厚生議員もされておりまして、そ

の際は、「非常食や防災グッズなどのフェーズ

フリーのものを購入したり、使用したり、サー

ビスを利用することで、自然に防災に参加し

て、結果として防災力を高めることにつなが

る」という内容の議論でありました。今回、私

は、施設や事業にフェーズフリーを周知させる

ことも重要だと思います。

先日、宮崎ブーゲンビリア空港での「南海ト

ラフ防災展」に行ってまいりました。また、今

月19日から27日までは、同じくブーゲンビリア

空港で「私たちの防災展」も行われるようであ

りまして、空港ビルのホームページでは、「宮

崎空港ターミナルビルが地域住民の方々の避難

所になっていることや、近年、全国的にも大規

模な災害が多発していることを踏まえ、今回の

防災展を通して、改めて防災の重要性について

みんなで考え、必要な対策を講じていく機会と

なっていただければと思います」とありまし

た。

会場には県職ＯＢの大坪常務もおられまし

た。熱心に御説明いただきました。

まさにこのような取組を、そして避難所とし

て避難訓練もされているのがフェーズフリーで

あります。

そこで、防災グッズや非常食と併せて、避難

施設や事業にもフェーズフリーの概念が広がる

ことが重要だと考えますが、県の見解を危機管

理統括監にお伺いいたします。

フェーズフ○危機管理統括監（横山直樹君）

リーについて、これまで県では、災害時に備

え、レトルト食品など、ふだん使っているもの

を多めにストックし、使った分を補充するロー

リングストック法などを紹介しておりますが、

災害時の電気自動車の電源利用やホテル避難、

炊き出しに使えるかまどベンチの設置、コンテ

ナホテルの避難所活用などもフェーズフリーの

例として挙げられます。

フェーズフリーは、災害に強い社会をつくる

上で、重要な概念であると考えておりますの

で、県の様々な広報媒体を活用しながら、こう

した事例の紹介を行うことなどにより、フェー

ズフリーが県民に浸透するよう努めてまいりま

す。

民間、行政の施設がいつで○重松幸次郎議員

もフェーズフリーであることが周知されていれ
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ば、いざというときに安心につながりますの

で、さらなる展開をお願いいたします。

命を守る取組の最後に「＃7119」について伺

います。

救急車の出動件数は年々増加傾向にあり、救

急車の利用がさらに増加することが予想されま

す。

本県では、救急車で搬送された方の約４割が

入院を必要としない軽症です。この中には、早

い処置により入院とならなかった方もいます

が、本来、救急車を利用する必要がなかった

が、「救急車を呼べばいいのか判断に迷う」

「今すぐ診てもらえる病院が分からない」など

で、救急車を要請される方も多くおられると考

えます。

既に、東京都、大阪府、京都府、奈良県な

ど、九州では、福岡県が「＃7119」システムを

採用されておりますが、そこで、救急安心セン

ター事業の「＃7119」の導入について、県の考

え方を危機管理統括監にお伺いいたします。

本県の救急○危機管理統括監（横山直樹君）

出動件数は、平成25年に４万1,726件でしたが、

令和４年の速報値では５万1,821件と増加傾向に

あります。

このような中、医療機関を受診する緊急性や

救急車を呼ぶ必要性などに、医師や看護師等が

電話での相談に応じる救急安心センター事業、

いわゆる「＃7119」は、相談者の不安を解消す

るとともに、救急車の適正利用に資するものと

認識しております。

一方、導入に当たりましては、その必要性や

運営費用の負担の在り方等について、県や各市

町村間での合意形成を図る必要があるため、先

ほど議員の御紹介にもありました、福岡県など

から情報収集を行うとともに、県内市町村や関

係機関の意見を踏まえながら、引き続き検討し

てまいります。

御検討をよろしくお願いい○重松幸次郎議員

たします。

また、よく似たサービスに「＃8000」がござ

いますが、こちらは、休日・夜間に子供の病気

の対応に困ったときに相談できる窓口でありま

す。電話をすると、小児科医師、看護師に直接

相談でき、子供の症状に応じた対応や受診のア

ドバイスが受けられます。「＃8000」は全国ど

こでも利用できますので、周知をまたお願いい

たします。

テーマは変わりまして、県民の文化芸術・交

流の促進について伺います。

４月の改選後、宮崎県議会文化芸術振興会

が、日髙陽一会長の下、32名でスタートいたし

ました。引き続き事務局長を仰せつかりまし

た。会員議員の皆さんの御協力をよろしくお願

いいたします。

新型コロナ感染症で、レッスンや公演中止を

余儀なくされた文化団体の皆さんでしたが、今

こそ文化芸術が持つ力を最大限に生かして、

人々の絆や地域の交流を再生し、活力ある社会

へ歩んでまいりたいと思います。

そこで、県の執行部から文化芸術に関する取

組を伺いましたところ、みやざきの神楽の支援

サポート制度や、神話にまつわる講演会などの

企画を伺いました。記紀編さん1300年記念事業

からのさらなる展開に期待するところでござい

ます。

そこで、本県ならではの文化資源を生かした

地域づくりにどのように取り組んでいかれるの

か、知事にお伺いいたします。

本県の文化資源には、○知事（河野俊嗣君）

今御指摘がありました神楽や神話、特色ある伝
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統芸能もあれば食文化もある。また、若山牧水

にちなんだ短歌文学への取組、国際音楽祭、

様々な資源が長い歴史と豊かな風土に培われた

もので、数多く受け継がれているわけでありま

す。

県では、これらの文化資源を再認識し、今後

の人づくりや地域づくりにつなげていくため、

平成24年から９年間、記紀編さん1300年記念事

業を展開するとともに、その集大成として、一

昨年、国民文化祭及び全国障害者芸術・文化祭

を開催いたしました。

これらの取組を踏まえ、文化振興条例及び文

化振興計画を策定したところでありまして、文

化を活用した地域づくりを施策の柱の一つに掲

げ、県民が文化を通じて連携し、地域に活力が

生まれる宮崎づくりを進めております。

現在、県民向け講座であります「神話のふる

さと県民大学」や、神楽の継承を支援いただく

サポーター企業の拡大、神楽のユネスコ無形文

化遺産登録に向けた活動などに取り組んでおり

まして、引き続き、市町村や関係団体と連携し

ながら、本県ならではの特色ある文化資源を最

大限に生かした地域づくりを推進してまいりま

す。

文化・芸術分野のさらなる○重松幸次郎議員

振興と、またスポーツ振興も併せて、宮崎県の

魅力を発信できますよう、よろしくお願いいた

します。

次の項目は、毎年７月上旬に我が党の国会議

員も参加して開催しております政策要望懇談会

に御案内したところ、今年も県内から14の団体

様にお越しいただきました。その中から、県で

取り組めるところの要望をピックアップして、

幾つかお伺いいたします。

初めに、県精神福祉連合会の皆さんからのお

話を伺いましたが、精神疾患や精神障がいのあ

る本人とその御家族は、次第に本人との会話を

しなくなり、部屋に閉じ籠もる。また病院への

受診拒否をするなど、切実な悩みを抱えておら

れました。

そうした中での御要望には、訪問受診の機会

や、また家族会の皆さんと交流し、治療方法や

日常生活などを語り合う居場所の費用助成など

がありました。

また、重度障がい者（児）の医療制度を利用

できるのは、身体障害者手帳１級から２級、療

育手帳Ａか、身体障害者手帳３級及び療育手帳

Ｂ１両方を持っている方であり、精神障がい者

は含まれておりません。他県では県の制度が多

くありました。

そこで、重度障がい者（児）医療費公費負担

事業について、精神障がい者を助成の対象にで

きないか、県の考えを福祉保健部長にお伺いい

たします。

重度障がい者○福祉保健部長（川北正文君）

（児）医療費公費負担事業は、重度の身体及び

知的障がいのある方への医療費助成を行う市町

村に対し、県が経費の２分の１を補助するもの

であり、障がいのある方の健康と福祉の向上を

図る上で、大変重要な事業であります。

議員御指摘のとおり、当該事業では、精神障

がいのある方への助成は対象外としております

が、こうした方々におかれても、それぞれの地

域で安全・安心で充実した生活を営んでいただ

くことは大切なことであります。

今後、他県の状況に関する情報収集に努める

とともに、市町村との幅広い意見交換を行いな

がら、当該事業の在り方について研究してまい

ります。

日向市や木城町などは独自○重松幸次郎議員
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の助成制度があり、また、本年10月からは、新

富町でも助成が始まるようであります。全国で

も多くの県がこの助成制度を採用しております

ので、御検討のほどよろしくお願いいたしま

す。

壇上で述べましたように、新型コロナウイル

ス感染症は５類に下がりましたが、まだ感染者

が東北地方で拡大する中、本県でも定点当た

り19.10（８月28日～９月３日）と、まだ減少傾

向ではないようであります。

その要因として、オミクロン株の新しい変異

株である「ＥＧ.５株」、通称「エリス」が台頭

してきていると報道されております。

５類になる前までは、保健所の皆さんが疫学

調査、検体輸送、濃厚接触者の特定、入院調整

のほか、電話相談、健康観察など、土日や深夜

まで業務に従事しておられ、併せて、健康管理

や食品衛生など多忙な毎日を送られていたこと

に、深く感謝と敬意を表するものでございま

す。

国においても、今月１日に感染症対策の司令

塔となる「内閣感染症危機管理統括庁」が発足

しました。初動体制の遅れや、ワクチンの手配

・接種などの教訓を踏まえ、今後は地元の保健

所や医療機関等も統括庁と連携し、これまでの

経験を生かし、次の感染症に備えていくことは

重要であります。

そこで、保健所における新型コロナ対策の総

括と今後の体制整備について、福祉保健部長に

お伺いいたします。

保健所は、新○福祉保健部長（川北正文君）

型コロナ対策を最前線で支える機関として、県

民からの相談対応をはじめ、疫学調査や患者の

搬送、自宅療養者の健康観察、事業所における

クラスター対応等、広範かつ重要な役割を担っ

てまいりました。

このため、特に感染拡大期には、全庁的な応

援体制を構築するとともに、市町村等からの支

援や外部委託の活用、あるいは業務のデジタル

化など、体制強化のための各種対策を講じてき

たところであります。

これらの対応を踏まえ、今年度、県感染症予

防計画の見直しや、各保健所ごとに健康危機対

処計画を新たに策定するなど、今後の感染症危

機対応に必要な保健所体制の整備に取り組んで

まいります。

統括庁の設置に合わせて、○重松幸次郎議員

厚生労働省内に「感染症対策部」を新設され、

同庁と連携して関連施策の企画・立案を進めら

れるようであります。県内８か所の保健所の体

制強化をよろしくお願いいたします。

また、その体制強化のためには、公衆衛生医

師の確保が重要です。また、県職員の定年延長

が年次ごとに５年間延ばされるならば、公衆衛

生医師の延長もあるのでしょうか。そのことも

踏まえまして、公衆衛生医師の確保について、

福祉保健部長にお伺いいたします。

保健所長を担○福祉保健部長（川北正文君）

います公衆衛生医師の確保は、新たな感染症危

機等に対応した保健所体制を整備する上で、最

重要課題の一つでありますが、医師不足が続く

中、全国的にもその確保が困難な状況にありま

す。

このため、本県におきましては、現在、県の

ホームページや医学系専門誌に募集案内を掲載

するとともに、厚生労働省の医師マッチング事

業への登録等により、若手や中堅職員の確保に

努めております。

また、本県の定年は65歳ですが、職員体制等

に応じ、定年後も勤務延長により職員として勤
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務いただくことや、退職後に会計年度任用職員

として勤務いただくことなどにより、本県にお

いて培った知識や経験を、引き続き公衆衛生行

政に生かしていただくよう、働きかけを行って

おります。

予測のつかない新たな感染○重松幸次郎議員

症対策や健康維持のために、先ほどの保健所の

機能強化と公衆衛生医師の確保をよろしくお願

いいたします。

続きまして、宮崎県医師会様から政策要望を

３点いただきました。

こちらも医師不足対策についてであります

が、本県は、医師偏在指標に基づいて、医師少

数県に位置づけられ、あわせて、医師の高齢化

と若手医師の不足、偏在（地域偏在・診療科偏

在）により、救急医療をはじめ、地域医療の確

保が年々厳しさを増している状況であります。

このため、宮崎大学との連携や、僻地などの

地域医療の提供を行える自治医科大学卒業医師

派遣の要望も、西諸医療圏から出されておりま

す。

宮崎県の医療体制の均衡の確保を図るために

は、医師の偏在を是正する必要があると考えま

すが、医師偏在是正に向けた取組について、福

祉保健部長にお伺いいたします。

県内の医師総○福祉保健部長（川北正文君）

数は年々増加しているものの、大半が宮崎東諸

県医療圏での増加であり、地域間の偏在が課題

となっております。

このため、自治医科大学卒業医師の計画的な

配置を行うとともに、医師免許取得後９年間を

県内で勤務し、うち４年間を宮崎東諸県医療圏

以外の医師少数区域等で勤務するキャリア形成

プログラムにより、医師の偏在是正に取り組ん

でおり、今年度は、調整を行った医師20名のう

ち15名が、医師少数区域等で勤務しているとこ

ろです。

今後とも、地域に必要な医療を提供できるよ

う、宮崎大学などの関係機関と連携し、医師の

偏在是正に取り組んでまいります。

地域のニーズに合わせた人○重松幸次郎議員

材の確保・育成に資する働きかけをよろしくお

願いいたします。

あわせて、医師の働き方改革ですが、現在、

労働局、県、宮崎大学、県医師会、医療勤務環

境改善支援センターなど、関係機関が一体と

なって、宿日直許可の取得推進など、医師の働

き方改革に取り組んでおられますが、現在の進

捗状況では、医師少数県の本県において、2024

年４月以降においても様々な課題が残り、救急

や周産期医療をはじめ、地域医療へ深刻な影響

が懸念されるため、県独自の対策をお願いした

いとの要望がございました。

医師の働き方改革に関する県の取組につい

て、福祉保健部長にお伺いいたします。

来年４月か○福祉保健部長（川北正文君）

ら、医師の健康確保と長時間労働の改善を図る

ことを目的に、医師の働き方改革が開始されま

す。

県ではこれまで、県内医療機関に対し、制度

の周知や準備状況の把握を行い、個別の相談に

対応するほか、県医師会に設置している医療勤

務環境改善支援センターにおいて、医療機関向

けセミナーや、労務管理、医業経営の専門家派

遣による支援を行っております。

また、救急医療等を担う医療機関には、医師

の労働時間短縮や勤務環境の改善に資するＩＣ

Ｔ機器や休憩室等の整備費用等の補助を実施し

ております。

今後とも、地域の医療体制に影響が生じるこ

- 83 -



令和５年９月14日(木)

とのないよう、関係機関と連携しながら、医療

機関の取組を支援してまいります。

勤務環境や医療従事者への○重松幸次郎議員

支援、研修機会の確保など、よろしくお願いい

たします。

続いて、看護師・准看護師養成校への支援

と、看護大学の在り方についてであります。

医師会立看護学校は、卒業後に県内医療機関

へ就業し、地域医療への貢献は大きいものの、

近年は、少子化、大学志向等により、定員確保

に苦慮されております。

あわせて、文部科学省が管轄する学校等と、

厚生労働省の基準に基づき指定される看護師等

養成所については、管轄省庁の違いによる補助

金の金額差もあり、運営が厳しくなっておりま

す。

一方、県立看護大学は、かつて３県立病院に

附属していた看護学院を統廃合し、設立された

ものでありますが、看護大学の卒業生のうち、

県内就職する割合は例年４割程度であり、県立

学校として、県立病院への入職を働きかけるこ

とが筋であると考えての県医師会からの要望で

あります。

県内の看護師確保に向けた取組について、知

事にお伺いいたします。

今後、高齢化の進展に○知事（河野俊嗣君）

伴い、看護師の需要拡大が見込まれます。この

ため、看護学生の県内就職と看護師の地元定着

の促進は、大変重要であると考えております。

このため県では、中高生を対象にした看護の

魅力発信や、看護学生への修学資金の貸付けを

はじめ、看護師等養成所には運営費の支援を行

うとともに、県立看護大学の県内出身者推薦枠

を40名に拡大するなど、県内就職の促進を図っ

ております。

また、県ナースセンターによる無料職業紹介

や復職支援、新人看護師研修の充実や勤務環境

改善の普及・啓発など、離職防止の取組も実施

しているところであります。

県民誰もが住み慣れた地域で必要な医療を受

けられる、安心と希望あふれる宮崎を築いてい

くことができるよう、引き続き、県内に定着す

る看護人材の養成・確保に取り組んでまいりま

す。

先ほどの医師の確保と併せ○重松幸次郎議員

まして、看護人材の確保と支援をよろしくお願

いいたします。

昨年、全国の出生数は80万人を下回り、ピー

ク時の３分の１に減少しました。これ以上の減

少は、地域経済の縮小、あらゆる産業や地域コ

ミュニティー、また伝統文化も維持できなくな

るなど、あらゆる面に支障を来してまいりま

す。

そこで、出生数減少の要因と、それを食い止

めるために、子供を生み育てやすい県づくりに

どのように取り組むのか、これも知事にお伺い

いたします。

出生数減少の要因とし○知事（河野俊嗣君）

ましては、子供を産む世代の女性人口の減少に

加えまして、未婚化・晩婚化が進んでいること

や、コロナ禍による婚姻数の減少などがあるも

のと考えております。

このため県では、これまでの「子育て県民運

動」に「出逢い」の視点を新たに加えた「ひな

たの出逢い・子育て応援運動」を今年度から展

開し、社会全体で結婚や子育てを応援する機運

の醸成を図るなど、結婚・出産の希望がかなう

環境づくりに取り組んでおります。

また、妊産婦健診に係る通院費用の補助や、

病児保育利用料の助成といった新たな施策を通
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じまして、子育て世帯の負担軽減を図るなど、

ライフステージに応じた切れ目のない支援にも

力を入れているところであります。

現在、国においては、次元の異なる少子化対

策が検討されており、引き続き、その動きを注

視しつつ、市町村や企業・団体等と十分に連携

を図りながら、子供を安心して生み育てること

ができる県づくりに取り組んでまいります。

宮崎の、そして若者の未来○重松幸次郎議員

のために、出会い・結婚・出産・子育てまで、

切れ目のないサポートをよろしくお願いいたし

ます。

次のテーマは、ゼロカーボン社会への取組で

す。

2050年までに二酸化炭素（ＣＯ ）などの温室２

効果ガス排出量を実質ゼロ（カーボンニュート

ラル）にする脱炭素社会を実現するため、まず

は2030年度に温室効果ガス排出量を2013年度

比46％削減する目標達成を目指し、政府は2021

年に新たな地球温暖化対策計画を定めました。

計画では、地球温暖化対策の基本的な考え方

として、国民の意識変革と行動変容につなげる

必要性を指摘し、「国民、国、自治体、事業者

など全ての主体が参加し、連携して取り組むこ

とが必要だ」と訴えておりますが、2013年度の

温室効果ガス排出量は、ＣＯ 換算で14億800万２

トン、2030年度の温室効果ガス排出量を2013年

度比46％削減するには、2030年度までに約７

億6,000万トンまで減らす必要があり、つまり約

半減させることは容易なことではないと思われ

ます。

繰り返しますが、国家国民があらゆる方策を

総動員して取り組むべきでありますが、まずは

県として、2050年ゼロカーボン社会の実現に向

けて、どのように取り組んでいくのか、知事の

御所見をお伺いいたします。

今年の夏は、長期的な○知事（河野俊嗣君）

温暖化の傾向に加えて、エルニーニョ現象の影

響もあるということでありますが、国内の平均

気温が観測史上、過去最高を記録するととも

に、世界的にも複数の地域で最高気温が45度を

超えるような状況にもあります。

国連の事務総長が「地球沸騰化の時代が到来

した」と警告し、各国に気候変動対策を訴えて

いるところであります。

地球温暖化は様々な災害をもたらす気象危機

の要因でありまして、温室効果ガス削減は、地

球の未来に対する、また将来世代に対する、私

たち一人一人の責務であると考えております。

このため県では、昨年度、環境基本計画を見

直し、2030年度に向けた新たな削減目標を設定

するとともに、その達成に向けたロードマップ

を作成し、省エネの推進や再エネの導入などに

取り組んでいるところであります。

さらに、グリーン成長プロジェクトの中で、

本県において温室効果ガス排出量の４割を吸収

しております森林資源を守る再造林の推進とと

もに、ゼロカーボン社会の実現に向けた取組を

展開することとしておりまして、安心して暮ら

せる社会を将来の世代に引き継いでまいりたい

と考えております。

政府によりますと、家庭部○重松幸次郎議員

門のＣＯ 排出量は、2021年の時点で、2013年度２

比約25％の削減まで達成できているとのことで

す。

ＣＯ 排出量の４割が電力由来であることか２

ら、計画では、省エネ家電への買換えやＬＥＤ

への取替え、断熱効果の高い建材による住宅改

修、屋根に設置する太陽光発電、高効率給湯器

の導入促進などを掲げております。今後、実効
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性を高める取組が求められております。

そこで先月、我が党内のメンバーで佐賀県小

城市の市役所に伺い、小城市庁舎防災機能強靱

化事業の取組を見学させていただきました。

令和４年２月から、庁舎の電力を太陽光で発

電した再生可能エネルギーのみで運転する設備

が完成し、制御・蓄電池室から配電された自主

電力で、万一停電になっても外部電力には頼ら

ず、災害時72時間は電源を確保できる設備であ

りました。その効果で、年間電気料金は約1,000

万円、ＣＯ 量が年間361.14トン削減できること２

も御説明いただきました。

そこで、太陽光発電設備の設置など、ゼロ

カーボン社会に向けた県庁舎でのこれまでの取

組と今後の予定について、総務部長にお伺いい

たします。

県庁舎に関しまし○総務部長（吉村達也君）

ては、施設の更新や修繕等に合わせ、省エネ化

や再エネの活用等を進めており、これまで、照

明のＬＥＤ化や空調設備の省エネタイプへの改

修のほか、防災庁舎や議会棟などに太陽光発電

設備を設置しております。

また、今年度は、環境省の交付金を活用し

て、７号館及び延岡総合庁舎に太陽光発電設備

を設置するほか、本館附属棟のＬＥＤ化を予定

しております。

今後も、照明の順次ＬＥＤ化や太陽光発電設

備の設置、公用車のＥＶ化に伴う充電設備の整

備など、脱炭素化を推進する取組を、関係部局

と連携を図り、進めてまいります。

今後さらなる再生可能エネ○重松幸次郎議員

ルギーの活用を推進していただきたいと思いま

す。

次は、木材活用の促進についてであります。

県森林組合さんにも政策要望懇談会に来てい

ただき、意見交換をさせていただきました。

県内の人工林の多くが利用期を迎え、間伐か

ら主伐・再造林へのシフトが加速している中、

資源循環型の林業を確立していくため、県の森

林・林業長期計画では、再造林率の目標を80％

としておりますが、現在は70％前半にとどまっ

ております。人口減少や高齢化が進む中で再造

林を進めていくためには、所有者の意識の醸成

や林業従事者の確保、森林施業の省力化・機械

化、苗木の生産体制の強化など、多くの課題が

あるとのことでございました。

二酸化炭素を吸収し、温暖化対策にも森を守

ることはますます重要になってまいりますが、

再造林の推進に向けた県の取組について、環境

森林部長にお伺いいたします。

県では、再造○環境森林部長（殿所大明君）

林の推進に向けて、森林所有者に対して、座談

会やチラシの配布等による意識の醸成に努める

とともに、森林環境税を活用した上乗せ補助等

により、負担軽減を図っております。

また、林業の省力化や低コスト化に有効なコ

ンテナ苗の生産拡大や、ドローンによる苗木運

搬などの新たな技術の普及に取り組んでおりま

す。

再造林の担い手不足も課題であることから、

造林作業に参入する事業体への資機材等の支援

や、新規就業者の確保・育成も進めているとこ

ろです。

さらに、グリーン成長プロジェクトにより、

林業関係者や県民、大学、行政が一体となっ

て、再造林対策を加速させてまいります。

森林の有する多面的機能の○重松幸次郎議員

維持と、木材供給の安定化のためにも、再造林

の着実な実施に向けての取組を要望いたしま

す。
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さて、ウッドショックと言われました世界情

勢の影響を受け、輸入材に依存することへのリ

スクが顕在化した一方、国内では、少子高齢化

等による木造住宅への木材需要が減少していく

ことが見込まれます。

国民生活に不可欠な木材の安定確保に向け

て、国産材の需要拡大を図ることが重要であり

ますが、非住宅部門への県産材の需要拡大にど

のように取り組んでいかれるのか、環境森林部

長にお伺いいたします。

県では、木造○環境森林部長（殿所大明君）

率が低い店舗やオフィスビルなどの非住宅分野

での木造化・木質化を推進するため、令和元年

度から「みやざき木造塾」を開催して、木造の

設計スキルを持つ建築士を育成し、「みやざき

木造マイスター」として、現在30名を登録して

おります。

特に、中大規模建築物の木造化については、

品質・性能の確かな部材が求められるため、建

築士や製材工場等を対象に、ＪＡＳ認証材の普

及研修を実施するとともに、新規の認証取得に

要する経費を支援しております。

さらに、県外の建築士や施工業者を対象とし

たセミナーや商談会を開催するとともに、民間

企業等と木材利用の促進に関する協定を締結

し、官民一体となった需要拡大の取組も進めて

おります。

西都市役所や日南市役所な○重松幸次郎議員

ど新しい庁舎には、エントランスや天井に県産

材がふんだんに使われておりました。その優雅

なデザインは、優しさとぬくもりを感じる空間

を醸し出しております。このような建築物の内

装に木材が多く使われることを期待して、次の

テーマに移ります。

地域経済の活性化についてでありますが、先

日、宮崎再生対策特別委員会で県北調査に赴

き、中心部の活性化の取組として、延岡市商店

会連合会さんと、また日向商工会議所さんにて

御説明をいただきました。

延岡市商店街さんでは、商店主やスタッフが

講師となり、プロならではの知識や情報、また

ちょっとしたコツなどを無料でお伝えする「ま

ちゼミ」を開催し、新たな出会いと顧客づくり

につながっていることを伺いました。

そのほかにも、小学生が体験学習として、実

際のお店で働く「子ども商店街」など、ユニー

クな取組を伺い、一方で、新型コロナの影響で

売上げが低迷し、客足が以前のように戻ってこ

ない現状や、軽減税率やインボイスの対応な

ど、商店主にとって負担に感じることなど切実

なお話も聞くことができました。

町なか再生への取組が大事だと思いますが、

商店街や町なかのにぎわい創出のために、県と

してどのように支援を行っているのか、商工観

光労働部長にお伺いいたします。

県で○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

は、商店街等のにぎわいの創出を図る市町村へ

の補助を行っており、空き店舗を活用したチャ

レンジショップ、地元学生と取り組む夜市な

ど、商店街等の新たな魅力づくりとなる取組が

行われております。

また、コロナ禍の中、これまで取り組んでき

たプレミアム付商品券等発行事業について、物

価高騰等の影響を受けている地域経済の回復を

後押しするため、今年度も引き続き実施してい

るところであります。

今後も商店街等をリードする人材育成を含

め、地域商業の活性化、商店街や町なかのにぎ

わい創出の取組を、市町村等と連携し、促進し

てまいります。
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これまで同様、若手経営者○重松幸次郎議員

へのリーダー研修も含め、活性化支援をお願い

いたします。

次に、最低賃金の引上げについてでありま

す。

今回の見直しで、全国の加重平均で初めて時

給1,000円を超えることとなりました。本県で

は44円アップの897円になりますが、物価高から

県民生活を守り、個人消費を喚起し、経済の活

性化と好循環につなげることになる反面、賃上

げの原資に乏しい中小企業や事業所への目配り

も重要であります。

では、このたび大幅に引き上げられる最低賃

金に対する県の認識と、引上げを受けた今後の

取組について、商工観光労働部長にお伺いいた

します。

最低賃○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

金の引上げは、労働者の所得の拡大や地域格差

の是正など、労働者の生活の向上を図るために

は大変重要であります。

特に、このたび、地方の多くの県で、中央最

低賃金審議会の目安額を上回る大幅な引上げが

実施されることは、若者の都市部への流出を防

ぐなど、労働力の確保にもつながるものと考え

ております。

一方で、原材料価格の高騰等により、厳しい

状況に置かれている中小企業・小規模事業者の

事業継続や雇用維持に悪影響を及ぼすことが懸

念されるところであります。

このため、県といたしましては、国や関係機

関等と連携しながら、最低賃金の遵守や各種支

援策等について周知広報を図るとともに、引き

続き、生産性向上に向けた支援や、新分野・新

技術への取組に対する支援などに取り組んでま

いります。

公明党も、中小企業の賃上○重松幸次郎議員

げを後押しする施策を一貫して推進してまいり

ました。具体的には、賃上げと設備投資を行う

企業に支給する業務改善助成金などの補助金拡

充をはじめ、税制優遇として、法人税から一定

割合を控除する賃上げ促進税制の措置がありま

すので、その周知もよろしくお願いいたしま

す。

賃上げと併せて、先月末、物価高騰や人手不

足などのコスト上昇分を適切な価格に転嫁を促

す協定締結式を、県が呼びかけて行った旨をニ

ュースで知りました。価格転嫁の円滑化に関す

る協定の目的とその内容について、知事にお伺

いいたします。

コロナ禍からの社会経○知事（河野俊嗣君）

済活動の正常化が進展する一方で、中小企業・

小規模事業者は、物価高騰や深刻な人手不足な

どにより、引き続き厳しい状況に置かれており

ます。このような状況に対応するため、先月、

国や県、経済団体、労働団体によりまして、

「価格転嫁の円滑化に関する協定」を締結した

ところであります。

この協定は、今回の最低賃金の引上げで増加

が見込まれる労務費や、原材料費、エネルギー

コスト等の上昇分を適切に転嫁することについ

ての機運を醸成し、サプライチェーン全体での

共存共栄、中小企業・小規模事業者の稼ぐ力を

高めることを目指すものであります。

本協定に基づきまして、価格転嫁に関する情

報収集や支援情報等の周知、発注者側の立場か

ら、取引条件の適正化などを宣言する「パート

ナーシップ構築宣言」の促進に取り組み、県内

事業者の円滑な価格転嫁を推進してまいりま

す。

昨年の中小企業庁の調査に○重松幸次郎議員
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よりますと、コスト上昇分を価格に転嫁できな

い中小企業は２割に上るとありました。受注側

の立場の弱さに付け込んで、発注側が適正な価

格転嫁を拒むことがないよう、指導・助言など

に取り組んでいただきたいと思います。

次の項目です。

令和元年に「めざせ！健康長寿日本一の宮崎

県」について質問し、その取組の中で、「健康

への関心が低い働く世代が、おのずと健康によ

い行動を取れるような環境整備の一つとして、

県内企業に対して健康経営の啓発を行うサポー

ト企業登録制度の創設や、経営者を対象とした

健康経営セミナーの開催等にも取り組んでいる

ところでございます」との当時の部長の答弁が

ございました。

今現在の状況について、健康経営の推進に向

けた県の取組について、福祉保健部長にお伺い

いたします。

健康経営は、○福祉保健部長（川北正文君）

働く世代への健康寿命延伸の取組の一つであ

り、企業等が従業員の健康管理を経営的視点で

捉え、組織として取り組むことにより、従業員

の活力向上や業績向上などにつながることが期

待されています。

このため県では、企業等の経営者を対象にし

たセミナー開催のほか、健康経営に取り組む中

小企業への知事表彰を実施し、昨年度までに50

社が受賞されました。

また、「健康経営サポート企業」として登録

いただいた企業の協力も得ながら、健康経営や

その普及に取り組む企業等を支援しておりま

す。

今後とも、関係機関と連携しながら、健康経

営への理解と取組がさらに広がるよう努めてま

いります。

健康経営に対するインセン○重松幸次郎議員

ティブ措置では、自治体においては、公共調達

加点評価、つまり公共工事や入札審査で入札加

点が全国で49自治体であり、九州では長崎県が

入札審査点数加点になっておりました。

そのほかの自治体では、融資優遇や保証料の

減額、奨励金、補助金があり、地域金融機関等

でも融資優遇などがありました。安心して働け

る環境づくり、健康経営の取組をお願いしたい

と思います。

次は、本県の基幹産業である農畜産業の振興

について伺います。

昨日の代表質問でもございましたが、子牛価

格の価格低迷に伴い、国の価格差補塡制度に適

用される、県独自の補助をする議案を提出され

ました。畜産農家の経営を安定させ、宮崎牛の

ブランドをさらに高めていくことは重要であり

ます。

そこで、宮崎牛の国内外における販路及び消

費拡大に向けて、県はどのように取り組んでい

かれるのか、知事にお伺いいたします。

県では、「おいしさ日○知事（河野俊嗣君）

本一」を冠としまして、ＷＢＣ侍ジャパンの宮

崎キャンプや、大都市圏の主要駅における宣伝

広告など、継続的かつ集中的な宮崎牛プロモー

ションを展開しているところであります。

来月開催されます東京食肉市場まつりにおき

ましては、全共における「おいしさ日本一」、

さらには先日、九州管内の枝肉共励会での個人

・団体の優勝、こういったものの成績を追い風

としまして、会場を宮崎牛一色に染め上げ、私

も上京して、首都圏の消費者や卸業者に対し

て、直接ＰＲを行うこととしております。

さらに、来月の宮崎県人会世界大会をはじ

め、テレビやＳＮＳなど、あらゆる手段や機会
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を活用して宮崎牛の露出を増やし、新たな客層

の獲得に取り組んでいくこととしております。

また、国外対策として、最重要市場として位

置づけているアメリカ、香港、台湾などにおけ

る商談会への職員の派遣や、現在、整備が進め

られておりますハラール対応食肉処理施設とも

連携しながら、新たな市場の開拓も推進してま

いります。

また、今年50回を迎えるダンロップフェニッ

クスゴルフトーナメントには、松山英樹選手、

またブルックス・ケプカ選手、それぞれディ

ナーで宮崎牛を活用していただいたり、そう

いった選手の参入というものも発表されたとこ

ろでありまして、そういった機会を契機とし

て、改めて宮崎牛の国外に向けたＰＲは、大き

な機会になるものと楽しみにしております。

引き続き、関係機関一丸となって、宮崎牛の

さらなる需要創出に努め、本県肉用牛の生産基

盤を支えてまいります。

知事自らのトップセールス○重松幸次郎議員

に期待して、関係機関が一丸となって、本県肉

用牛の経営基盤を支えていただきたいと思いま

す。

また、本年４月にＧ７宮崎農業大臣会合が開

かれました。Ｇ７メンバー国の日本、フラン

ス、アメリカ、イギリス、ドイツ、イタリア、

カナダ、そしてＥＵの各国からと、そのほか招

待国際機関などが集結し、食材の安定供給の確

保や農業の持続的な発展についての議論、そし

て現地視察など、宮崎の魅力を発信できた有意

義な会合だったと思います。

そこで、本県の農産物の輸出拡大に向けた産

地づくりについて、農政水産部長にお伺いいた

します。

令和４年度に○農政水産部長（久保昌広君）

おける本県の農畜水産物の輸出額は、過去最高

の約112億円となり、このうち、農産物は初め

て10億円を超え、今後とも伸びが期待できるこ

とから、さらなる農産物の輸出拡大に向け、海

外のニーズや規制に的確に対応していくことが

重要であります。

このため県では、健康志向の高まりにより欧

米でのニーズが高い有機茶の生産を支援すると

ともに、台湾の残留農薬基準に対応したキンカ

ンの産地育成を支援するなど、輸出に向けた取

組を進めております。

今後とも、国やジェトロ、県の海外事務所等

から情報収集を行うとともに、輸出に意欲のあ

る生産者等と連携しながら、海外のニーズや規

制に対応した産地づくりを支援し、農産物の輸

出拡大に努めてまいります。

宮崎の農産品をさらに国内○重松幸次郎議員

外に拡大できる好機が到来いたしました。農畜

水産物のさらなる海外展開を推進していただき

たいと考えますが、しかしながら、生産現場で

は、従事者の高齢化や若手人材の入職が不足す

るなど、将来の維持発展のための雇用人材の確

保が危ぶまれております。

そこで、外国人材を含め、農業分野における

雇用人材の確保について、どのように取り組ん

でおられるのか、農政水産部長にお伺いいたし

ます。

昨年度、県が○農政水産部長（久保昌広君）

実施した調査では、約４割の農業法人で雇用人

材が不足していると回答があるなど、人材確保

は大変重要な課題と認識しております。

このため県では、多様な人材を呼び込むため

の休憩所やトイレなど雇用環境の整備や、マッ

チングアプリを活用した実証等に対し支援を行

うとともに、農福連携を推進する人材育成を進
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めております。

また、外国人材の確保につきましては、ベト

ナムの教育機関等との連携合意に基づく取組を

進めるとともに、受入れに必要な監理団体の県

内誘致や、県営住宅を活用した住居確保対策に

取り組んでいるところです。

今後とも、多様な人材が農業現場で活躍でき

るよう、関係団体とも連携しながら雇用人材の

確保を進めてまいります。

外国人材の受入れに、住宅○重松幸次郎議員

対策や職場環境の整備促進を進めておられるこ

と、理解いたしました。さらなる人材確保に御

尽力いただきたいと思います。

次は、未来への県土づくりとして、県建設業

協会さんからの要望の中から、建設産業の今後

の方向性についてお伺いいたします。

建設業の時間外労働（残業）に対する上限規

制が2024年４月から厳格化されます。長時間労

働を是正するための働き方改革関連法の適用に

ついて、建設業は運送業などと並んで５年間の

猶予が与えられていましたが、その期限が約７

か月後に迫り、対応が急がれております。

従業員の残業上限は月45時間、年360時間が原

則となり、１人当たりの労働時間が減少するた

め、同じ仕事量をこなすには、より多くの人手

が必要になります。

このため、十分な人手を確保できなければ、

住宅建設やインフラ整備などが停滞するおそれ

があります。そのためには、働き方改革を進め

ていく必要があると考えますが、建設業の2024

年問題に向けた働き方改革について、どのよう

に取り組んでいるのか、県土整備部長にお伺い

いたします。

魅力ある建設○県土整備部長（原口耕治君）

業の就業環境づくりを進め、将来の担い手を確

保していくために、県では、様々な働き方改革

の施策に取り組んでおります。

具体的には、長時間労働を是正するため、工

事の諸経費を割増しした週休２日工事を推進す

るとともに、休日を考慮した適切な工期を設定

しているところであります。

また、建設業従事者の処遇改善や担い手の育

成・確保のため、今年３月に11年連続で設計労

務単価を引き上げたほか、国の改定に準じて、

昨年４月に諸経費や最低制限価格を引き上げて

おります。

さらに、生産性向上に向けて、ＩＣＴ活用工

事の推進、余裕期間制度を活用した施工時期の

平準化にも取り組んでおります。

今後とも、建設関係団体と連携を図りなが

ら、官民一体となって、働き方改革を進めてま

いります。

実は、私の息子も建設業の○重松幸次郎議員

一社員として働いておりますが、長時間労働が

当たり前のように使われていた時期もあり、労

働者確保の機運が出始めた昨今では、徐々にシ

フトが改善されつつあるやに聞いております。

一方で、人材確保と技能者の処遇改善に向け

て、建設キャリアアップシステム、コンストラ

クション・キャリア・アップ・システム（ＣＣ

ＵＳ）の導入は、技術者一人一人の就業実績や

資格を登録し、現場作業の効率化などにつなげ

るシステムでありますが、具体的に、このＣＣ

ＵＳ導入の目的と、制度の普及に向けた県の取

組について、県土整備部長にお伺いいたしま

す。

ＣＣＵＳ（建○県土整備部長（原口耕治君）

設キャリアアップシステム）は、建設現場で働

く技能者の資格や就業履歴を登録し、蓄積する

ことで、技能者が能力や経験に応じた処遇を受
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けられる環境を整備することを目的としており

ます。

このため県では、制度の普及に向け、これま

で事業者に対しまして、登録費用や機器購入費

用の助成などを行ってきております。

また、建設工事の入札参加資格審査における

登録への加点や、ほぼ全ての工事で現場利用料

などを発注者負担とすることで、活用を推進す

るとともに、制度の理解促進のための受発注者

双方を対象とした研修も実施しているところで

あります。

県としましては、このような取組を通じて、

引き続きＣＣＵＳの普及拡大に努めてまいりま

す。

よろしくお願いいたしま○重松幸次郎議員

す。このシステムの活用により、建設業の技能

者が能力や経験に応じた処遇を受けられる環境

を整備し、将来にわたって担い手を確保するこ

とに資する取組を期待しております。

宮崎県建設業協会の要望は、このほかにも、

高速自動車道路や国県道の整備促進、国土強靱

化整備の延長、公共事業の見積り積算の適正化

と発注時期の平準化など多岐にございました

が、一つ一つまた本会議や常任委員会等で確認

させていただきます。

このテーマの最後に、本県経済の物流拠点で

ある、細島港、宮崎港、油津港の整備促進につ

いてでありますが、この重要港湾３港における

機能強化の状況について、県土整備部長にお伺

いいたします。

本県の重要港○県土整備部長（原口耕治君）

湾３港につきましては、地域の産業や経済を支

える重要な物流拠点でありますことから、高速

道路等の整備と併せて、港湾の機能強化に取り

組んでおります。

宮崎港におきましては、カーフェリーの大型

化に対応するため、サイドスロープ等の整備を

行ったほか、安全な航行を確保するための防砂

堤の整備を進めております。

また、細島港では、貨物船の大型化に伴う岸

壁の水深不足に対応するため、水深９メートル

岸壁の新設工事を進めており、油津港では、大

型化する貨物船の同時接岸を可能とするため、

岸壁を75メートル延伸する工事に着手したとこ

ろであります。

今後とも、港湾を取り巻く環境の変化を的確

に捉えながら、より一層の機能強化に取り組ん

でまいります。

大変重要な港湾整備でござ○重松幸次郎議員

いますので、よろしくお願いいたします。私

も、今答弁にありましたとおり、宮崎港のマ

リーナへの漂砂を改善するための防砂堤の必要

性を提起したところでございますが、港湾整備

は、多くの関係者との協議や長期的な設計も必

要ですし、国からの予算も必要であることも承

知しております。その上で、本県経済の物流を

支える重要港湾の整備促進をよろしくお願いい

たします。

最後のテーマになりましたが、地域の課題と

暮らしの安全について、２点お伺いいたしま

す。

１点目は、猫の遺棄、つまり飼育放棄で置き

去りにすることについてであります。

動物愛護ボランティアの方からの相談があり

まして、今回は、特に宮崎港東地区に遺棄され

た猫の問題であります。

ボランティアグループの調査では、2018年当

時、約250匹の猫が港の東地区に生存していたそ

うであります。

その年の10月、今はグループを解散しておら
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れる元代表の方が、広島県のＮＰＯ法人の協力

を得て、動物基金から獣医師の派遣によ

り、2018年から19年の２年間で、250匹の猫に一

斉にＴＮＲ Ｔはトラップ、捕獲すること、―

Ｎはニューター、不妊手術をすること、Ｒはリ

ターン、戻すこと を行っておられたそうで―

す。

それから５年がたちましたが、現在、港の猫

の数は125匹前後のようであります。つまり125

匹前後と減少しておりますが、そのうち、また

保護とか譲渡された数も100匹近くあり、自然

減、亡くなった猫もいるのに、それでも減らな

いのは、頻繁に誰かが遺棄しているのが現実の

ようであります。

先日、私もボランティアの皆さんと港の中を

調査しましたが、駐車場周辺に17匹、命の丘周

辺に９匹、水門近くに13匹と、あちこちに集団

（コロニー）をつくって生息しておりました。

現在のボランティアの方々も熱心にＴＮＲを

行っていますが、捕獲できない猫の繁殖、そし

てまた、遺棄される猫に手を焼いている現状で

あります。「遺棄は犯罪です」の看板もあちこ

ちに立てられておりました。

国は動物愛護に関する近年の議論の動向を受

け、2019年に「動物の愛護及び管理に関する法

律（動物愛護法）」が改正され、遺棄に対する

罰則について、改正後は、１年以下の懲役刑、

または100万円以下の罰金を科することになりま

した。

もちろん県内あちこちで遺棄されていること

でしょうが、まずは港東地区において、県の港

湾課、福祉保健部、そして警察本部の方々と検

討していただきまして、港湾課さんからは、夜

間に水門ゲートを閉めることを検討されている

ことや、警察本部の方からも、今もパトロール

で巡回されておりますが、さらに強化するとい

うことを御報告いただきました。

猫の遺棄防止に係る県の取組について、福祉

保健部長にお伺いいたします。

本県の捨て猫○福祉保健部長（川北正文君）

に関する苦情件数は増加傾向にあり、令和４年

度は883件と、令和元年度に比べ約30％増となっ

ております。

県では、最後まで飼うという終生飼養や遺棄

防止の徹底を図るため、県政番組での広報やＳ

ＮＳでの動画配信、ポスターによる啓発等を

行っております。

また、動物愛護センターでは、小学生を対象

とした「いのちの教育」を行い、動物との触れ

合い等を通して、命の大切さについて学ぶ機会

を提供しています。

今後もこれらの取組を継続し、関係機関と連

携して遺棄防止につなげるとともに、特に明ら

かに遺棄と疑われる事案については、警察に通

報するなど、一層厳格に対処してまいります。

全県的な取組をお願いいた○重松幸次郎議員

します。

この質問の前半で述べましたボランティア団

体によるＴＮＲですが、ここ最近では、ＴＮＲ

Ｍという取組に移行しているようであります。

ＴＮＲした後のその子たちをさくら猫といいま

すが、Ｍはマネジメントであり、管理する、つ

まり外へ返した後のさくら猫の見守りでありま

す。

さくら猫とは、不妊・去勢手術済みの目印

で、耳の先を桜の花びらのようにＶ字カットし

た猫のことであります。これは、一目で手術を

終えた一代限りの命と分かるとともに、２度目

の手術がなされないためであります。そして、

リターンした猫たちと、さらに遺棄されて不妊
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・去勢手術をされていない、いわゆる野良猫た

ちとも、また集団生活を始めます。

そういう猫たちに餌を食べさせることをタ

ブーとした考えもありますが、後で述べる虐待

防止のための餌や水やりは、どの猫たちにも食

べさせないということはできないですし、次が

重要なんですが、捕獲するためには少しずつな

れさせる、つまり猫と人との距離を縮めていか

なくては捕獲器にも入らない。そうなると、さ

らなるＴＮＲは進まないわけであります。

飼育放棄された猫たちにＴＮＲを施し、劣悪

な環境の中でも余生を少しでも幸せに暮らして

いただきたいという、ボランティアの皆さんの

気持ちであります。

本年７月に、厚生常任委員会で、みやざき動

物愛護センターに調査に行ってまいりました。

県と宮崎市で合わせて約40名の体制で、捕獲や

持ち込まれた犬・猫たちを、衛生管理の下、大

切に、また丁寧に治療や保護を施し、その後、

譲渡会につなげておられる様子を改めて知るこ

とができました。我が党も、動物虐待や犬・猫

の殺処分ゼロに向けて、課題解決のために尽力

してまいりたいと思います。

最後の質問になります。

電動キックボードなどによる改正道路交通法

が本年７月１日から施行されましたが、先日、

東京都・池袋駅近くの歩道で、電動キックボー

ドで歩行者に衝突し、けがをさせた上、逃走し

た疑いで、警視庁は無職の女性を逮捕するとい

う事件が発生しました。

また、大阪府でも、酒気帯び状態で運転して

いた道路交通法違反で書類送検されております

が、安全対策が肝要であります。

そこで、本年７月１日から、16歳以上であれ

ば運転免許なしで利用できる特定小型原動機付

自転車、いわゆる電動キックボードが公道を走

行可能となっておりますが、交通ルールの周知

などの交通安全対策について、警察本部長にお

伺いいたします。

いわゆる電動○警察本部長（平居秀一君）

キックボードにつきましては、議員御指摘のと

おり、道路交通法が改正されて、特定小型原動

機付自転車と定義され、乗車用ヘルメットの着

用が努力義務とされたほか、原則として車道を

通行しなければならないなど、新たな交通ルー

ルが定められました。

特定小型原動機付自転車に係る交通安全対策

としては、交通ルールの周知が重要な課題であ

ることから、ホームページ、ＳＮＳへの掲載や

テレビ、新聞等により、県民に対する啓発を進

めるとともに、販売事業者等とも連携し、購入

者等への交通ルールの周知を依頼しておりま

す。

今後、特定小型原動機付自転車の利用者及び

他の交通主体双方の安全を確保するため、交通

実態に応じて交通指導取締りを実施するなど、

適切に交通安全対策を推進してまいります。

電動キックボードは省エネ○重松幸次郎議員

で手軽な交通手段でありますので、これから一

気に利用者が増えることは予想されます。しか

し、ルールを守り、無事故の利活用ができます

ように、対策をお願いするところでございま

す。

警察本部長におかれましては、県内の治安と

県民の生命・財産を守っていただきますよう、

これから御尽力いただきますことをお願いし

て、全ての質問を終わります。ありがとうござ

いました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○濵砂 守議長

す。
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午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時14分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○濵砂 守議長

ます。

次は、県民連合立憲、岩切達哉議員。

〔登壇〕（拍手） 県民連合立○岩切達哉議員

憲、立憲民主党の岩切達哉であります。代表質

問を行います。

最初に、県議会に関心を持っていただいて、

傍聴にお越しの皆さん、そしてウェブで中継を

御覧の皆様に感謝を申し上げたいと思います。

さて、９月は障害者雇用支援月間でございま

す。宮崎市の中心地にあるデパートや、県庁８

号館に懸垂幕があり、推進を呼びかけていま

す。一昨日は障害者雇用優良事業所へ厚生労働

大臣表彰を贈るイベントが東京で開催され、10

月には県内の優良企業に知事表彰がなされると

思います。

障がい者雇用について、表彰を受けるほどの

事業所がある一方で、先月８月24日、県各部局

の法定雇用率について、７年連続とか５年連続

とかで、未達成である部局があるとの発表がご

ざいました。誠に残念な報告であります。たま

たま１年下回ることになったということではな

く、７年連続などということは、そもそもこの

課題について認識しているのか、解決する意欲

について疑問を持つところでございます。取組

の強化を求めてまいりたいと思います。

ところで知事は、８月10日、台風第６号の余

波の残る早朝より県庁を出発し、午前のうちに

は、椎葉村の国道327号の斜面崩壊現場にまで視

察に行かれています。現場主義を自認しておら

れる知事ではありますが、素早く行動される姿

勢には、敬意を表したいと思います。

本日取り上げますのは、物価高騰等に対する

対策や１次産業支援、宮崎の女性の課題、子供

の課題などですが、特に生きづらさを持つ女性

が一人でも少なくなるように、知事には、持ち

前の行動力と決断力でもって、課題の解決に向

けて、取組の強化と明快な答弁をいただきます

よう期待して質問していきたいと思います。

最初に、世界経済フォーラムが６月に発表し

た日本のジェンダーギャップ指数は、146か国

中125位で、116位だった去年よりも順位を下げ

たとのことであります。男女共同参画社会基本

法は1999年成立・施行以来、四半世紀がたちま

すが、日本の現状はそのような状況と評価され

ています。

この後、質問いたしますＤＶや中絶の問題に

もつながる、男女の間には様々な格差があると

いうこと、ギャップ、不平等がある実態です。

男女平等は大事ということは共有できると思

いますが、知事に、現状としての男女格差の問

題、ジェンダーギャップに対する所感を伺いた

いと思います。

次いで、宮崎の女性は、賃金について男性の

７割という実態だとか、正規雇用か非正規雇用

かという雇用形態では、男性が非正規雇用２割

に対して、女性はそれが５割という現状があり

ます。雇用労働政策上の大きな課題と思います

が、この課題への対応策について、知事に伺い

ます。

次に、警察本部長に伺います。

今年度、ストーカーやＤＶなどに対応すると

いう人身安全対策課を発足させましたが、その

設置目的について、本部長の思いや、設置され

ての現状の活躍の状況などをお示しいただきた

いと思います。

- 95 -



令和５年９月14日(木)

以下の質問は、質問者席から行います。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。まず、ジェンダーギャップについてであり

ます。

社会的・文化的な性差であるジェンダーによ

る固定的な役割分担意識や差別、不平等を解消

し、性別にかかわらず多様な生き方を選択でき

る社会を築いていくことは、大変重要な課題で

あると認識しております。

しかしながら、日本のジェンダーギャップ指

数は、御指摘のとおり146か国中125位と、教育

などの男女差がほぼない分野もある一方で、特

に政治・経済分野での格差が大きく、その解消

に向けた対策が求められております。

また、コロナ禍の中で、配偶者等からの暴力

が増加・深刻化し、さらには、雇用や所得の男

女格差が顕在化したことなどから、支援を必要

とする女性等が誰一人取り残されることがない

よう、男女共同参画社会づくりの重要性がより

強く認識されるところであります。

県としましては、今後とも市町村や関係機関

とも十分連携しながら、男女共同参画を推進

し、ジェンダーギャップの解消に努めてまいり

ます。

次に、雇用労働政策についてであります。

賃金や雇用形態につきまして、男女間の格差

の是正を図っていくことは、特に生産年齢人口

が減少して、労働力の確保が喫緊の課題となる

中で、より一層重要な課題であると認識してお

ります。

また一方で、働き方における様々な格差の是

正を進める上では、まず、本人の希望やライフ

ステージの変化に対応した、多様で柔軟な働き

方を実現できる環境づくりも必要であると考え

ております。

このため県では、「働きやすい職場「ひなた

の極」」の認証取得の促進を図るとともに、企

業向けの講演会なども行っており、女性も安心

して働き続けられる職場環境づくりを進めてお

ります。

さらに、女性の経験や能力を生かした就業に

つなげられるよう、みやざき女性就業支援セン

ターにおいては、今年度、体制を強化し、希望

に寄り添った相談対応やマッチング支援等に取

り組んでおります。

今後とも、関係機関と連携しながら、これら

の取組を通じて、男女間の賃金や雇用の格差是

正にもつながるよう努めてまいります。以上で

あります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答え○警察本部長（平居秀一君）

いたします。

県警におきましては、ストーカー・ＤＶ、児

童虐待事案等の人身安全関連事案に迅速かつ的

確に対処することを目的に、本年３月、生活安

全部に人身安全対策課を新設しました。

これにより、これら事案に対し、一元的に指

揮を執り、より迅速かつ適切に判断あるいは対

応ができる体制となりました。

このような体制の下、人身安全対策課におき

ましては、人身安全関連事案への主導的な対応

あるいは被害者等の安全確保を最優先とした保

護対策・検挙措置等の対処能力の向上に取り組

んでおります。以上であります。〔降壇〕

ジェンダーギャップに関して○岩切達哉議員

は、例えばこの議場の中でも、またこちら側の

席でも、人口の男女比に比べれば相当に偏りが

ある状況と、このようなことも課題になろうか

と思います。

我が県の実態でございますけれども、新聞社
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などが都道府県ごとの数字を示したりしており

ます。宮崎県の男女格差の状況をどう捉えてい

るのか、総合政策部長に伺います。

県内では、○総合政策部長（重黒木 清君）

非正規労働者の割合が、令和４年時点で男

性21.1％に対し、女性は52.4％、管理職に占め

る女性割合が、令和２年時点で15.3％など、雇

用や経済の分野での女性の参画が十分に進んで

おらず、令和４年度の県民意識調査におきまし

ても、「社会全体で男女が平等となっていると

感じる人の割合」は14.9％と、依然として低い

状況となっております。

このため県では、男女共同参画プランに基づ

き、ジェンダーによる無意識の思い込みの解消

や、働く女性のためのキャリアアップの講座を

開催するとともに、女性の活躍について企業へ

の働きかけ等を行っております。

今後とも、男女が互いに人権を尊重し、その

個性と能力を十分に発揮することができる、男

女共同参画社会の実現に向けて、積極的に取り

組んでまいります。

最低賃金についてでございま○岩切達哉議員

すが、先ほど、重松議員も取り上げておられま

すが、東京で1,113円、宮崎は853円から44円引

き上げ、897円となりました。この結果、東京都

と宮崎県の差は前年より３円縮小し、宮崎県は

全国最下位ではなくなりました。

そこで、最低賃金引上げ幅に見合う支援策、

特に県内中小企業や小規模事業者に対する支援

が必要と考えるところであります。

賃上げに向けて、事業所支援策を具体的に考

える場や、先ほど壇上で知事に質問いたしまし

た、男女間の賃金や雇用の格差について考えて

もらう場を官民で設置する考えはないのか、商

工観光労働部長に考えを伺います。

物価高○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

騰などの影響により厳しい経営環境にある中、

事業者が適正に賃上げを行うためには、生産性

の向上や適正な価格転嫁により利益を確保する

ことが大変重要であります。

このため県では、事業者の生産性向上や新事

業展開等の取組を商工団体等と連携して支援し

ているほか、先月、国や経済団体、労働組合等

と締結した、価格転嫁の円滑化に関する協定に

基づき、県内企業への聞き取り調査などによ

り、その実現を推進していくこととしておりま

す。

また、男女間の賃金や雇用格差につきまして

は、宮崎労働局が主催し、県や経済団体、労働

組合等で構成される「みやざき働き方改革推進

会議」において、必要な協議を行っているとこ

ろであります。

既に協議の場を持っていらっ○岩切達哉議員

しゃるということでございます。現状は現状と

して、先ほど総合政策部長から御報告がありま

したので、ぜひその中での具体的解決を目指し

ていただきたいと思います。

次に、ＤＶ防止法が、精神的暴力も保護命令

の対象となるなどの改正がなされ、令和６年４

月、来年度でございますが、施行されます。そ

の内容について、最初に福祉保健部長に伺いま

す。

関係機関による協議会の設置が法定化されま

すけれども、対応について伺います。

そして、ＤＶ対策宮崎県基本計画について、

法の改正により、内容充実が求められるところ

ですが、見直しの方向性を部長に伺います。

ＤＶ防止法の○福祉保健部長（川北正文君）

改正により、都道府県においては、令和６年度

から関係機関による協議会の設置が努力義務と
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なりますが、本県では、平成14年度に、国、

県、市町村、民間団体によるＤＶ被害者保護支

援ネットワーク会議を立ち上げ、既に情報交換

や援助方針の検討などを行っていることから、

この会議を基盤として、法律上の協議会への移

行を検討しております。

また、今年度で計画期間が満了となるＤＶ対

策宮崎県基本計画につきましては、国が示した

基本方針に即して、被害者の立場に立った切れ

目のない支援や関係機関等との連携、安全の確

保への配慮等を基本的な視点とし、ネットワー

ク会議での意見等も踏まえながら、今年度中に

見直しを行うこととしております。

ＤＶ対策は、精神的なＤＶ、○岩切達哉議員

そして性的ＤＶの存在もしっかり盛り込んで対

策していく必要があると思います。

精神的ＤＶや性的ＤＶの現状把握と対応につ

いて、福祉保健部長に伺います。

国が設置す○福祉保健部長（川北正文君）

る、被害の相談窓口である「ＤＶ相談プラス」

における令和４年度前期の相談結果によります

と、精神的ＤＶが64.8％、性的ＤＶが8.3％と

なっており、身体的ＤＶなどと同時に、複合的

な被害を受けているケースが多いとのことであ

ります。

また、精神的ＤＶや性的ＤＶも含めた全ての

被害者に対する支援として、一時保護による安

全確保や、自立のために必要な生活指導等を行

うとともに、裁判所に保護命令を申し立てる際

の支援等も行っております。

なお、被害を未然に防止するためには、県民

一人一人が正しい理解を深めることが重要であ

ることから、今後とも、男女共同参画センター

や警察等と連携しながら、広報、啓発を推進し

てまいります。

国の数字を示していただきま○岩切達哉議員

した。なかなか捕捉が難しい問題ではあります

けれども、これから法改正に伴って、注目して

いかなければならない課題でありますので、引

き続き取組方をお願いしたいと思います。

続いて、警察本部長に伺います。

法の改正で、保護命令制度が拡充され、今取

り上げました精神的なＤＶであっても保護命令

を裁判所に求めることができるようになります

が、精神的なＤＶは、身体的な暴力と違い、外

見的な傷などは見られません。

難しい対応になるでしょうけれども、精神

的、心理的なＤＶ、さらには性的ＤＶなど、目

に見えにくい被害に対する相談体制など、法律

の改正を生かすために、警察本部としてどう準

備されているのか、御答弁を求めます。

議員御指摘のと○警察本部長（平居秀一君）

おり、ＤＶ法改正により、保護命令の要件が拡

充されることとなっておりますが、県警ではこ

れまでも、配偶者からの暴力や脅迫の有無にか

かわらず、相談者の意思を尊重しながら、事案

の危険性・切迫性に応じ、取り得る保護対策等

を講じております。

引き続き、法律の的確な運用を図るととも

に、被害者に対して、法の趣旨に基づいた保護

命令制度の教示や申立て支援等を行ってまいり

ます。

精神的に脅迫を受けている、○岩切達哉議員

なかなか立証の難しい相談を受けて支援する。

難しい対応だと思いますので、よろしくお願い

します。

ＤＶ被害の対応で、これまで、被害者が加害

者から逃げる、身を隠す、家から出て行く、そ

ういう結果となることが一般的であり、そんな

支援が続いてきました。
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本来は、守られる側が守られ、加害者側が出

ていくような、そんな対応変化が必要ではない

かという声も大きくなりつつあります。これか

らの警察本部の対応についてお聞かせいただき

たいと思います。

ＤＶ事案等の暴○警察本部長（平居秀一君）

力的事案への対応に当たっては、被害者の安全

確保が最優先であります。

加害者に対しては、事案によっては検挙する

などして、被害者と加害者を物理的に隔離する

という措置を取っております。

被害者の安全確保に向けては、取り得る緊急

的な対応として、さらなる被害を受けないため

に、加害者が知らない場所への避難を促してお

ります。

県警といたしましては、被害者には安全確保

の必要性をしっかり説明し、また、加害者に対

して指導警告等を行いながら、事案の危険性、

切迫性に応じた継続的な対応を図ってまいりま

す。

被害者が生まれ育った、また○岩切達哉議員

生活の基盤をつくっているところから移動しな

ければならないと、そういうことで身を守る。

これは致し方ない面もありますけれども、それ

が正しいのかという問題であります。これから

連携しながら、被害者支援のありようについ

て、ぜひ持ち得る力を発揮いただきたいと思い

ます。

今月、国から出されたＤＶ対策方針には、冒

頭に「配偶者からの暴力は、犯罪となる行為を

も含む重大な人権侵害である」と明記されてい

るところであります。

御承知のとおり、2019年から2021年に裁判所

が出した保護命令件数は、宮崎県が人口当たり

で全国１位であります。これからも福祉と警察

との連携で対応してくださることを期待してお

きたいと思います。

改めて、福祉保健部長に伺います。

宮崎県は人工妊娠中絶の率が高いと報道され

ました。これも数年、全国１位ということであ

ります。望まない妊娠には性的ＤＶの結果もあ

るのではないでしょうか。原因をどう捉えてい

るのか、対策にどう取り組まれてきたのか伺い

ます。

国の衛生行政○福祉保健部長（川北正文君）

報告例によりますと、令和３年度の本県の人工

妊娠中絶率は、前年度の女子人口1,000人当た

り8.2から0.7低下したものの、依然として全国

平均より高い状況が続いております。

このため県では、女性専門相談センター「ス

マイル」や保健所による相談対応、産科等の医

療機関での家族計画指導、また、若い世代に妊

娠・出産の正しい知識を身につけてもらうた

め、助産師やピアカウンセラーとして養成した

大学生による思春期健康教育を実施してまいり

ました。

今後は、中学・高校の各世代に応じた、より

きめ細かな啓発を工夫しますとともに、妊娠・

出産に関する相談機関の合同会議の開催などを

通じ、各部局や市町村、関係機関との連携強化

に努め、人工妊娠中絶率の改善に向けた取組を

進めてまいります。

過去でありますが、平成27年○岩切達哉議員

度にこの問題に対応される福祉保健部長の答弁

がありまして、その調査をしていただきまし

た。結果に基づいて、そういう啓発が足りてい

ないということで、啓発の強化に取り組まれる

ようになった。その頃のお考え、答弁と、あま

り内容的には変わっておりません。

数字は低下しているけれども、他県も低下し
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ているものですから、宮崎県が１位という状況

が続いております。疫学調査では、低用量経口

避妊薬や緊急避妊薬の存在が中絶減少の要因と

するレポートも出てきています。そういうこと

の周知、そしてまた、そういう避妊法に対応す

る避妊薬などを手に入れるとすればどうすれば

いいのか、そういう具体的支援が宮崎ではどの

ようになされているのか。宮崎県が１位を続け

る原因の分析というのをしっかりしていただい

て、その上で対策をしていただきたい。

正しい知識を身につけてもらうというのは当

然でありますけれども、そういう境遇になる女

性たちの心情も受け止めていただいて、対策を

求めたいと思います。

それでは、女性の課題について、知事に伺い

たいと思います。

賃金の格差、そして１位とされています人工

妊娠中絶問題や、ＤＶからの保護命令、それ以

外にも、ひとり親世帯の率、離婚率、これはい

ずれも全国２位、そういう様々な課題を示すも

のがありますけれども、宮崎で生きづらさを抱

える女性への支援充実を求めたいと思っていま

す。

例えば、女性支援の拠点としての女性相談所

ですけれども、これら課題の拡大、そして来年

４月の「困難な問題を抱える女性への支援に関

する法律」の施行の前に、より強化が必要では

ないでしょうか。

独立した女性相談所にして、女性相談支援

員、そして心理職、治療する力を持つスタッフ

などを充実し、実行力、対応力を引き上げ、県

内の関係機関の中心に座ることができるよう、

体制充実を求めたいと思っております。

これからの女性支援のありようについて、知

事の見解を伺いたいと思います。

我が国における女性の○知事（河野俊嗣君）

保護・支援というものが、昭和31年の売春防止

法に端を発して取り組まれてきたものであるの

に対して、女性をめぐる課題は、生活困窮、性

暴力、家庭関係の破綻など、複雑化・多様化し

てきておりまして、より包括的な視点から女性

支援体制を強化していくことは、喫緊の課題で

あると認識しております。

このため県では、女性支援の中核を担う女性

相談所において、様々な相談に応じながら、女

性が心身ともに健康で安定した生活が送れるよ

う支援を行うとともに、今年度からＤＶ被害者

が緊急一時的に避難できる民間シェルターに対

し、環境整備のための支援を行うなど、支援体

制の充実を図っているところであります。

また、来年４月には、御指摘がありました、

困難を抱える女性の福祉の増進などをより包括

的な視点から図っていく、いわゆる困難女性支

援法が施行されるため、この法律に基づく県の

基本計画と関連の深いＤＶ対策宮崎県基本計画

との一体的な整備に向けて、作業を進めている

ところであります。

今後も、支援を必要とする女性が誰一人取り

残されることのないよう、民間団体等と緊密に

連携しながら、女性支援に積極的に取り組んで

まいります。

知事には、今年度、都城のほ○岩切達哉議員

うに母子支援施設を建設することについて御理

解いただいて、今、着工していると伺っており

ます。そういうところも、この対応に十分に活

用されることになると思います。

支援を必要とする女性が誰一人取り残される

ことがないようにしたいという決意を今、知事

からいただきました。具体的な姿が現れてくる

ことを期待しておきたいと思います。どうぞよ
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ろしくお願いいたします。

関連する福祉課題として、福祉保健部長に質

問したいと思います。

この春、組織改正で、農政水産部に３つの局

が置かれました。

福祉保健部においても広範な政策課題に取り

組んでおられますけれども、私は、こども政策

局に加えて、女性局と障がい福祉局を設置する

ことを提案したいと思います。

女性局については、今、思いのほどを全て取

り上げさせていただきました。もう一つ、身

体、知的、精神の障がい３分野を一体的に対応

できる体制が必要だと考えます。

障がい者福祉は、その課題が広範であるがゆ

えに、多数の出先機関で対応され、さらに市町

村との連携、民間組織との連携、福祉事業所の

育成、手帳制度や金銭給付に絡む諸手続など、

複雑広範なそれらの行政課題を統括できる体制

が本当に必要になっています。

今後さらに、見た目問題で悩む方に対する支

援や、療育手帳の対象外となっている知的障が

いの境界層の皆さんへの支援、自閉症スペクト

ラムあるいは高次脳機能障がいなど、きめ細や

かに県民の皆さんに対する支援策の構築と、市

町村やＮＰＯなどと連携して支えていく体制を

つくる必要があると思います。この提案に対す

るお考えを伺いたいと思います。

障害者総合支○福祉保健部長（川北正文君）

援法などの関係法令をはじめ、障がい者福祉に

関する制度や施策は、広範かつ多岐にわたって

おり、現在、障がい福祉課と各出先機関におい

て、市町村や関係機関と連携を図りながら、関

連する施策を推進しております。

一方、既存の制度に当てはまりにくい新たな

課題も生じるなど、県民ニーズは複雑・多様化

しておりますことから、これらに的確に対応で

きる体制を確保していくことが大変重要である

と認識しております。

このため、国や他県の動向等も踏まえなが

ら、組織体制の在り方等について研究するとと

もに、今後とも様々な障がいのある方が身近な

地域で安心して生活できるよう、サービスの充

実や支援体制の整備等を着実に進めてまいりま

す。

福祉に関する課題に、それぞ○岩切達哉議員

れ知事を先頭に、一生懸命対応いただいている

のは承知しているんですけれども、なかなか効

果が見えにくい、確認しにくいという課題であ

ろうかと思います。ぜひ一歩一歩確実な前進を

組織的に対応いただきたいと思います。

話題を替えまして、地方自治の関係で知事に

伺いたいと思います。

去る８月12日、毎日新聞の１面と３面に、河

野知事や宮崎県の総務部長も関係者として登場

する記事がありまして、「分権は出来レース」

という見出しで掲載されていました。

知事が委員長である地方税財政常任委員会

が、国が描くシナリオどおりに展開されたと記

事にあります。

会議内容は、企業が都市に集中している実態

から、地方税財源が都市偏在している、そこ

で、これを是正するための「偏在是正」を強化

したいという話題でありますが、委員会を開く

前に、総務省が関わった事前調整がなされたこ

とが取り上げられています。

新聞の主眼は、国が地方をコントロールして

いるとして批判しているのか、偏在是正そのも

のが問題だとしているのか、読み取ることがで

きなかったのが私の感想なのですが、知事の記

事の受け止めについてお聞かせいただきたいと
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思います。

御指摘の記事は、全国○知事（河野俊嗣君）

知事会の地方税財政に係る国への提言の取りま

とめの経緯について掲載されたものと認識して

おります。

様々な論点はあろうかと思いますが、この提

言の取りまとめに関して、実際の経緯について

申し上げますと、地方税財政常任委員長である

私の責任の下で、事務局である本県が、新たな

地方税財政の課題、前年度要望に対する国の対

応状況や、地方税財政制度に関する国の見解等

を踏まえて作成したものをベースに、この常任

委員会を構成する18の都県が協議を行いまし

て、内容の整理や修正等を行って提言案を決定

したものであります。

こういう文章の修正に関するやり取りには、

相当なエネルギーを割いて、様々な文章表現の

修正意見を調整して行ったものであります。

さらに、この提言案について、７月の全国知

事会議の場では、我々知事同士が真剣に議論を

行って、最終的に47都道府県の総意として取り

まとめたところであります。

今後とも、各都道府県の意見をしっかり伺い

ながら、全国知事会としての意見を適切に取り

まとめてまいります。

およそ都市と地方、東京都、○岩切達哉議員

そういったところと宮崎のような状況にある県

とは、その辺で若干の対立があるところをまと

められたということだと認識します。

そうして取りまとめたものを、さきおととい

の11日に、知事自身が国の関係者に提言という

ことで手渡されたということが新聞にも載って

おりました。

現実の問題として、地方は地元の税源のみに

依存せよという主張が通るとすれば、税源の小

さな地方は、歳入は厳しくなって、疫病にも災

害にも、教育や福祉の遅れにも我慢しなければ

ならないことになってしまいます。

偏在是正は、日本全体の富を地方の隅々まで

公平に行き渡らせ、そして都市と地方の格差を

小さくし、人口の移動にも耐え、食料生産地と

消費地との関係を穏便な関係にしつつ発展させ

ていくためには必要なことと、私は思うところ

であります。

知事には、地方税財政常任委員長として、毅

然とした態度で偏在是正に向けた議論を今後も

リードしていただきたいと考えますが、いかが

でしょうか。

地方が責任を持って行○知事（河野俊嗣君）

政サービスを担っていく上で、地方税は基盤と

なる財源であります。全国知事会としては、か

ねてから、地方税の充実とともに、税源の偏在

性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築

を求めてきているところであります。

これまで累次の偏在是正措置が行われており

ますが、依然として、人口１人当たりの税収額

を見ると、格差が存在しております。

例えば、地方法人２税で考えますと、最大の

東京都と最少の奈良県を比較すると、5.9倍の差

があります。是正措置として行われております

特別法人事業税を含めても、3.5倍の格差がある

という実態がございます。今、地方税収が過去

最高を記録するなど増加傾向にある中で、税収

の格差がさらに広がることも懸念されていると

いうことであります。

このような状況を背景としまして、国の重要

課題や予算編成の方向性を示す今年の骨太方針

で、初めてこの偏在是正が取り上げられた。そ

れを踏まえて、改めて重要課題として国への提

言を行うべきと考えて、各都道府県と意見を調
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整した上で取りまとめたところであります。

今後とも、地方税財政常任委員長として、地

方税財源の確保・充実につながるよう、しっか

りと努めてまいります。

都市部の思いもあろうとは思○岩切達哉議員

いますけれども、ぜひ地方の声を届けていただ

いて、どうしても、農業主体か、そういう企業

が集中するかで、おのずと違ってくるわけです

ので、それでも日本という枠の中でお互いに役

割を果たしているわけですから、偏在を是正し

ていくことは重要な取組になります。ぜひ今後

ともよろしくお願いしたいと思います。

地方自治という絡みで、地方の独自の判断の

行政ということで、１問だけ取り上げさせてい

ただきますが、鳥取県の出来事ですけれども、

鳥取県が18歳以下の医療に係る自己負担を無料

にすることを決めました。県と市町村で半分ず

つ負担するそうですが、鳥取県の負担は17億円

と試算されております。

６月議会でも前屋敷議員が求めましたけれど

も、我が会派としても、改めて求めたいと思い

ます。

知事は「国の責任で」とお答えいただいてい

ますし、「強く要望している」とも答弁されて

います。強い要望と言うには、必要性を認識し

てのことと思います。

宮崎県においても、18歳以下の医療に係る自

己負担を無料化、鳥取県のように県で統一的に

実施するとなれば、日本においては、群馬県、

鳥取県に続く国内３番目ということになるそう

でありまして、国内トップクラスの子育て環境

にあるということが大きく宣伝できる、移入人

口も増加させることができると思うんですけれ

ども、知事に伺いたいと思います。

子供の医療費に対する○知事（河野俊嗣君）

助成は、その健やかな成長と子育て家庭の経済

的負担の軽減を図る上で、大変重要な子育て支

援策と認識しておりまして、県は市町村と連携

して取り組んできたところであります。

これは地方の単独事業ではありますが、今は

全国様々な自治体で同様になされている。た

だ、財政力に応じて、そのカバーする範囲が違

う。そのことがいかがなものかという問題意識

の下で、本来、この制度は国の責任において全

国一律に行われるべきではないかと考えており

まして、全国知事会を通じて要望を行っている

ほか、「みやざきの提案・要望」の中でも重ね

て要望を続けているところであります。

本県の子育て環境は、合計特殊出生率が示し

ますように、国内トップクラスにあると自負を

しておりますが、さらなる充実を図るべく、都

道府県では全国初めてとなる、おむつの定額利

用料の支援のほか、病児保育の無償化など、き

め細かなニーズに対応した施策にも力を入れて

きているところでございます。

大きな制度は、国のほうで、全国統一で行っ

ていただきながら、地方の実情に応じてきめ細

かく対応を図っていく、そのことが重要ではな

いかと考えており、現在、庁内のプロジェクト

チームを中心に、これまで以上に踏み込んだ施

策の検討も進めているところでありまして、引

き続き、「日本一生み育てやすいみやざき」づ

くりに取り組んでまいります。

また議論していきたいと思い○岩切達哉議員

ます。

次に、話題を替えまして、教育長に伺いたい

と思います。

県出身歌手の米良美一さんに「みやざき読書

アンバサダー」を委嘱したとのことですが、今

回、米良さんにアンバサダーを委嘱し、その期
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待する役割はいかがなものなのかお聞かせいた

だきたいと思います。

県教育委員会とい○教育長（黒木淳一郎君）

たしましては、これまで「読書県づくり」の取

組といたしまして、どこでも本がある環境づく

りや、読み聞かせボランティアなどの人材育成

を行ってまいりました。

一方で、県民の皆様に読書の魅力をさらに伝

えていくためには、一層の広報が必要であると

考えております。このことから、歌を交えた読

み聞かせ活動を行っていらっしゃる西都市民会

館の館長、米良美一さんに「みやざき読書アン

バサダー」をお願いしたところであります。

米良さんには、県主催のイベントなどを通し

て、読書についての、これまでの御自身の経験

や熱い思いを交えて、読書の魅力を伝えていた

だきたいと考えております。この取組により、

「読書県みやざき」を広くＰＲできるものと、

大いに期待しております。

読書はいろいろなものを前進○岩切達哉議員

させる基礎になると思います。日本一にならな

くても、今以上には頑張ってもらわないといけ

ない課題だと思っていまして、図書館問題等に

ついて、山内佳菜子議員が一般質問でたくさん

取り上げる予定でありますから、ぜひよろしく

お願いしたいと思います。

次に、この夏、現役の高校生から突然電話が

ありました。朝の課外授業の中で教科書が進ん

でいくという内容です。「朝課外に参加するか

否かを選択制にしたというのはうそだ。参加し

ない生徒は授業に追いつけなくなる」と言うの

であります。この朝課外の課題は、これまで何

度か取り上げてきました。教育長として実情は

把握されているでしょうか。

また、私の近所の高校では、朝７時頃から生

徒を送ってくる自家用車の交通整理を先生方が

行っておられます。

生徒は今、制度的に県内一円から入学してく

るようになりました。そして、先生方の働き方

を見直す課題も存在しています。そして、生徒

の自己管理力を伸ばさなければならないという

話もあります。そういう意味で、朝課外の継続

は時代にそぐわないというのが私の意見であり

ます。

大分県や熊本県では一斉廃止をされた。そう

いう動きも踏まえて、責任を持って対応してい

ただくよう強く求めたいと思います。教育長の

お考えをお聞かせください。

朝課外は、保護者○教育長（黒木淳一郎君）

からの要請を受けて希望制で実施しておりまし

て、その実施については、ＰＴＡ総会で承認を

得ることや、教科書の内容を進めないことなど

を、校長とも確認しているところであります。

朝課外についてはこれまでも、生徒の進路実

現の支援や経済的な負担軽減など、一定の役割

を果たしてきたものの、一方で、社会情勢の変

化もあり、実施については、様々な御意見があ

ることも認識しております。このような中、今

年度は、高等学校等37校のうち19校の実施と

なっております。

今後とも、生徒の学習環境の多様化や、教員

の働き方改革の観点を踏まえ、生徒の学習習慣

の確立につながる取組や、ＩＣＴ活用等を含め

た学習支援の方法について、一層議論を深めて

まいります。

各学校長の領域ですから、な○岩切達哉議員

かなか教育長の立場で、やめますとかは言い切

れないものもあると思います。でも、世の中は

こうですよと、きちっとアドバイスすることは

必要だと思います。ぜひそのことを前進させて
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いただきたい。いつまでもこういうような電話

が直接かかってきたり、現場を見る様子では、

よろしくないと思います。

次に、子供の自殺予防の課題について、引き

続き教育長に質問します。

おととしの全国の小・中・高校生の自殺件数

は514人となりまして、国もその対策に一生懸命

であります。

今、１人１台端末が提供されています。端末

を使って、個別に子供の悩みにアプローチする

とか、相談したいという思いが直接伝えられ

る、学校内で速やかに共有できる工夫など、既

に他県ではなされているとのことです。

このような取組は、宮崎県内の学校ではなさ

れているのでしょうか。あるとすれば、その相

談体制について御答弁をお願いします。

各学校では、１人○教育長（黒木淳一郎君）

１台端末を活用した健康観察や学校生活アン

ケートなどが行われて、その結果を教育相談に

つなげております。

県教育委員会でも、スマートフォン等から相

談できる窓口を開設し、その窓口につながる

バーコードを記載したカードを全ての児童生徒

に配付しております。

端末からの相談も含めて、多くの相談が寄せ

られておりまして、教育委員会へメールで相談

できる「ひなた子どもネット相談」には、昨年

度1,500件を超えるアクセスがありました。

また、今年度開設した臨床心理士等の専門の

相談員が対応する「宮崎県子どもＳＮＳ相談」

にも、現在、900件に迫る登録がございます。

今後も窓口の周知に努め、子供たちの悩みに

適切に対応できるよう、しっかり取り組んでま

いります。

教育の場で対応いただいてい○岩切達哉議員

るということでございました。

この間、大人を含む自殺防止については、福

祉保健部長の下で熱心に取り組んでいただいて

おりますけれども、子供の自殺防止に限って議

論する場は設けられているのでしょうか。ま

た、取組について、福祉保健部長に伺います。

本県では、子○福祉保健部長（川北正文君）

供の自殺防止に限って議論する場は設けており

ませんが、知事を本部長とした各部局長による

自殺対策推進本部会議や、学識経験者、子供関

係団体代表者等から成る自殺対策推進協議会を

開催し、子供の自殺を含む総合的な自殺対策に

ついて議論しております。

そこでの議論を通して、宮崎県自殺対策行動

計画を策定し、子供・若者に対する支援を施策

の一つに位置づけ、スクールカウンセラーの配

置、電子メールやＳＮＳによる相談対応、教職

員に対し児童生徒が発するＳＯＳの受け止め方

に関する研修等に取り組んでおります。

今後とも、若年層の相談内容の傾向も踏まえ

ながら、子供の自殺対策にしっかりと取り組ん

でまいります。

自殺対策を総合的に頑張って○岩切達哉議員

いただいておりまして、成果も見せていただい

ておりますけれども、2021年の県内の子供の自

死は、衛生統計年報によれば、15歳から19歳未

満という範囲でございますが、８人カウントさ

れています。その前年の2020年は、10歳から14

歳で２人、15歳から19歳で５人、合計７人。ゼ

ロではない現実があるということを重く受け止

めてほしいと思います。

さらに、高齢または中高年の自殺要因と、子

供が自ら死を選んでしまう背景、要因は、おの

ずと違います。特別な対策が必要ということ

で、既にこども家庭庁等で対策会議が設置され
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たと、各都道府県にも設置を頑張れと、こうい

うような話が出てきております。

そこで提案なんですが、総合教育会議という

のがありますけれども、総合教育会議の中で、

「子供の自殺防止」を会議の議題として議論い

ただいて、教育委員会だけではなく県を挙げ

て、子供の自殺防止に取り組んでいただきたい

と考えますが、いかがでしょうか。

県では、知○総合政策部長（重黒木 清君）

事と教育委員会が本県教育の課題を共有し、相

互に連携を図りながら教育行政を推進するた

め、総合教育会議を平成27年に設置しておりま

す。

この会議では、これまで、いじめ防止対策や

共生社会の実現、若者の県外流出防止などにつ

いて協議を行ってまいりました。

総合教育会議は、その時々の教育を取り巻く

諸課題について議論する場でありますので、教

育委員会をはじめ関係機関と連携しながら、子

供の自殺防止について、どのような協議ができ

るのか、検討を進めてまいります。

子供が自ら死を選ぶ子供の自○岩切達哉議員

殺について、しっかりと対策を取られるように

強く要望したいと思います。子供は、本当は生

きていきたいんだという思いを持ちながら、亡

くなっていっているんじゃないかと、そういう

文献も見せていただきました。ぜひそういう思

いを支えられる社会になるように御尽力いただ

きたいと思います。

話題を替えまして、災害対策について伺いた

いと思います。

トイレの男女比について、災害時の避難所に

ついてのガイドラインでは、女性トイレは男性

用の３倍という基準が出されています。実際に

避難先となる各施設での準備状況について、危

機管理統括監に伺いたいと思います。

災害時にお○危機管理統括監（横山直樹君）

ける避難所は、学校や公民館、福祉センターな

ど、国の基準に適合する施設を市町村が指定す

ることとなっております。

こうした避難所におけるトイレの男女比につ

いては、内閣府が作成した「避難所におけるト

イレの確保・管理ガイドライン」に沿った運用

が求められております。

避難所のトイレの設置状況について、県内幾

つかの市町に聞き取りを行ったところ、例えば

宮崎市や都城市では、マンホールトイレを設置

したほか、避難所の状況に応じて迅速に仮設ト

イレが調達できるよう、民間業者と協定を締結

し、ガイドラインに沿った運用ができる体制を

整えているとのことであります。

常備するということにはなっ○岩切達哉議員

ていないですけれども、仮設トイレやマンホー

ルトイレなどの準備をしていると、こういうよ

うなことであったと思います。

災害時に、小中学校の体育館が避難所となる

ことが多いと思います。体育館のトイレが和式

でありますと、高齢者の方はお困りになるので

ないかと思いますが、体育館のトイレの洋式化

の進捗について、教育長の御報告をいただきた

いと思います。

本県の公立小中学○教育長（黒木淳一郎君）

校の体育館におけるトイレの洋式化率につきま

しては、県教育委員会で把握しているところで

は、令和５年９月の時点で約47％となっており

ます。

議員の御指摘にもありましたように、小・中

学校の体育館は避難所として使用する可能性が

高いため、体育館にあるトイレの洋式化は大変

重要であると認識しております。
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県教育委員会といたしましては、引き続き、

設置者である市町村と連携して、学校施設整備

に関する必要な支援を実施してまいります。

避難先で腰を痛めたというわ○岩切達哉議員

けにはいきませんので、ぜひ、それぞれ費用も

かかることですが、よろしくお願いしたいと思

います。

災害対策に関連して、福祉施設には業務継続

計画、いわゆるＢＣＰ作成が来年度から義務と

なるところです。例えば高齢者施設では、介護

を要する高齢者を抱え、日頃からの準備が必要

なところですが、義務化されるＢＣＰ作成支援

の状況について、福祉保健部長に伺います。

介護サービス○福祉保健部長（川北正文君）

は、利用者の方々やその家族の生活に欠かせな

いものであり、感染症や自然災害が発生した場

合であっても、継続的な介護サービスの提供が

求められております。

サービスを継続するため、また、一時中断し

た場合であっても早期に業務再開するために

は、ＢＣＰの策定が重要でありますことから、

県では、介護サービス事業者に対して、今年度

中に策定するよう周知、指導を行っているほ

か、関係団体からの依頼に基づき、職員が出向

いて行う研修などにより、支援に努めていると

ころです。

来年４月から策定が義務化されることから、

年内には新たにオンラインを活用した研修を行

うなど、ＢＣＰの円滑な策定に向けて支援して

まいります。

防災関連で最後に、消防学校○岩切達哉議員

における訓練施設の充実について伺いたいと思

います。

実火災訓練施設について研究課題としている

旨、昨年９月議会で答弁がありましたけれど

も、その後の検討状況を危機管理統括監からお

聞かせください。

近年、火災○危機管理統括監（横山直樹君）

の発生件数は減少傾向にあり、現場活動経験の

少ない消防職員や消防団員が増加しておりま

す。一方、高気密・高断熱住宅等の普及によ

り、建物火災において、急激に炎が広がる現象

に遭遇する危険性が高まっております。

実火災訓練施設は、火災時の炎や高熱、煙な

どを体感しながら消火訓練を実施できるため、

消火・救助の対応力向上に有効な施設でありま

す。

このため県では、他県の整備状況についての

情報収集や、東京消防庁の訓練施設の視察を

行ったところでありますが、今後、県内各消防

本部をはじめとする関係者の意見等も伺いなが

ら、整備費用や訓練内容、運用体制など様々な

観点から、必要な検討を行ってまいります。

よろしくお願いしたいと思い○岩切達哉議員

ます。期待しているところでございます。

話題を替えます。燃油高騰の影響で、じんか

い収集車両、いわゆる一般ごみなどを積む車両

でございますけれども、じんかい収集車両がガ

ソリン代の影響を受けていると伺っているとこ

ろであります。町をくまなく回って家庭ごみを

集めるわけですから、ガソリン代が高くなると

影響は大きいということであります。

環境森林部では、一般廃棄物、産業廃棄物な

どの収集運搬業の皆さんの、燃油高騰に係る課

題について把握されているでしょうか。

全国の一部の市町では、廃棄物収集運搬事業

者に支援を行っているようでありますけれど

も、宮崎県内において、このような支援の状況

があるでしょうか、環境森林部長に伺います。

原油高に対し○環境森林部長（殿所大明君）
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ては、国による燃油価格の高騰抑制対策ととも

に、県においても、交通・物流事業者に対する

補助を行っており、この中に一部、廃棄物収集

運搬事業者も含まれております。

また、家庭用一般廃棄物の収集運搬を委託し

ている市町村においては、燃油価格を考慮した

委託料の積算や改定が行われていると伺ってお

ります。このようなことから、県内において

は、現在のところ、廃棄物収集運搬事業者への

支援を要する状況には至っていないものと考え

ております。

しかしながら、廃棄物処理は、県民の生活環

境の保全や公衆衛生の向上に欠かすことのでき

ない重要な役割を担っておりますので、今後の

状況を注視してまいりたいと考えております。

家庭ごみの収集は、本当に大○岩切達哉議員

事な公共サービスです。それぞれの市町の役所

が中心なんですけれども、契約により一定の価

格でやっていらっしゃると思うんです。そうし

た中、こういう物価高、原油高という状況が新

たに発生している。役所が契約改定をせずに昔

の価格のままということになれば、今、労働者

の賃上げとかの話題もある中で、厳しくなるわ

けです。ぜひ注目して、必要な場合には助言な

どしていただけたらありがたいと思っていま

す。

続いて、環境森林部長にお尋ねしたいと思い

ます。

分収造林が活発に行われた昭和30年代から40

年代、その時代に植えた木が伐採期を超えてい

ます。分収林に参加した住民の皆さんから、存

命のうちに、本来の契約期間が満了した分収林

をぜひ伐採してほしいという相談を受けまし

た。

内容は、森林管理署の判断で、40年の契約期

間を超えても切ってもらえないということで、

相談者は、伐期をこれ以上延ばすと、自分たち

はこの世にいなくなり、相続人等の複雑な問題

になっていくという話でありました。

契約書にある40年とかの期間到来により、伐

期となった分収林について、住民の意向に沿う

形ではなく、国などの分収林経営者の意向で伐

採ができない実態があるのでしょうか、環境森

林部長、お聞かせください。

県では、現○環境森林部長（殿所大明君）

在、約5,000ヘクタールの県行分収造林の経営管

理を行っており、その多くは伐期を迎えており

ます。

分収造林契約に基づく伐採時期が集中する場

合には、伐採量の急増による木材価格の下落

や、伐採作業の労働力不足などが懸念されるこ

とから、伐採面積の平準化を図るため、契約者

に十分説明を行い、理解を得た上で、契約延長

の手続を進めるようにしております。

また、林業公社の分収林においても、県と同

様の対応をしておりますが、国などが行うその

他の分収林の状況につきましては、県では把握

しておりません。

おっしゃるとおり、こういう○岩切達哉議員

状況なのでと納得いただければ、当然そのとお

りになろうかと思います。この御相談いただい

た中身は、そういう納得があったのかどうかと

いう問題かなと想像します。

それでも同じ土地の所有者、国だったり県

だったりとかで分けられますけれども、同じ宮

崎県民、林家の皆さんの悩みでありますので、

ぜひ心温かく寄り添っていただくよう、よろし

くお願いしたいと思います。

次に、原油価格・物価高騰対策として、農林

漁業者への支援がなされているところでござい
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ますけれども、農林漁業者の例えば離農、法人

の解散など、支援はすれど厳しい結果となった

ということはないか、心配であります。

また、それぞれの１次産業における生産コス

ト上昇を、それぞれの生産物に順調に価格転嫁

できているのか、現状を農政水産部長に伺いま

す。

長引く物価高○農政水産部長（久保昌広君）

騰が生産者の経営を圧迫する中、生産コストの

上昇分を取引価格へ適正に転嫁しにくいこと

が、農林水産業の大きな課題として顕在化して

おります。

このような中、国においては、食料・農業・

農村基本法の見直しに向け、適正な価格形成の

仕組みを構築するための議論がなされておりま

す。本県からも、生産現場の実情等を踏まえ、

要望を行っているところです。

また、県においても、生産・流通・販売のそ

れぞれの代表者による意見交換会を開催するほ

か、啓発動画による消費者の理解醸成に取り組

んでおります。

県としましては、国の状況も注視しながら、

生産コストの取引価格への価格転嫁が進むよ

う、引き続き取り組んでまいります。

続いて、昨日の質問にもあり○岩切達哉議員

ましたので、重ねて申し訳ないですけれども、

家畜市場において子牛価格が異常な安値となっ

ていることについて、原因をどう捉えているの

か、畜産農家に対し、これから行う支援と一緒

に御答弁いただきたいと思います。

子牛価格の下○農政水産部長（久保昌広君）

落につきましては、牛肉需要の低迷を背景とし

た枝肉価格の伸び悩みや、配合飼料価格の高止

まりにより、肥育農家が子牛の購入価格を抑え

ていることが主な要因として考えられます。

このため、宮崎牛の消費拡大に向けたＰＲ

や、配合飼料価格安定制度の生産者積立金の一

部支援に取り組んでいるところです。

加えて、子牛価格下落の緊急対策として、今

議会でお願いしております宮崎県和牛繁殖経営

維持緊急対策事業では、国の事業に合わせて県

独自の補助を行うとともに、高齢母牛の更新を

支援することにより、農家の経営改善を図るこ

ととしております。

今後とも、農家の声を伺いながら、市場価格

などの動向を注視して、必要な対策を講じてま

いります。

飼料が高くなっている、餌が○岩切達哉議員

高くなっているというのは承知しておりました

が、牛肉の需要が低下しているということにつ

いては承知しておりませんでした。肉をみんな

で食べられる、そういう社会をつくっていかな

いといけないということだろうと思っていま

す。

続いて、水産物についてであります。

福島第一原子力発電所から発生する放射性物

質を含む水が海洋投棄されていますけれども、

薄めて放出しているので安全という意見や、計

測されていない核物質があるので危険とか、プ

ランクトンから大型魚まで、食物連鎖による放

射性物質の生体凝縮がなされ、最終的に人の口

に入ることになるという意見など、様々出てい

ます。

今後、この放水によって、宮崎県の漁業に対

する影響と検査などの対策について、農政水産

部長の考えを伺います。

ＡＬＰＳ処理○農政水産部長（久保昌広君）

水が放出されている海域の沖合では、５月か

ら10月頃にかけて本県漁船が操業し、宮城県な

どに水揚げしております。
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この海域では、国が水産物や海水のモニタリ

ングを実施しており、これまでのところ、安全

性に問題はないことが公表されております。

また、県では、本県漁船の水揚げ地の販売単

価を調査しており、これまでに単価の下落など

の影響は確認されておりません。

しかしながら、処理水の放出は長期にわたる

ことから、引き続き、国のモニタリング結果や

市場等の状況を把握するとともに、必要に応じ

て、国の「水産業を守る」政策パッケージの活

用など、漁業者が安心して操業できるよう、関

係団体と連携して対応してまいります。

一般に、野菜にしろ、農畜産○岩切達哉議員

物にしろ、水産物にしろ、第１次産業に従事す

る皆さんは、この国で暮らす人々の食料を確保

するために一生懸命頑張っていただいていると

ころでございまして、第１次産業の従事者は、

十分に守られていく必要があると思います。ぜ

ひそれぞれに十分な対策を今後も強化されるよ

うに要望しておきたいと思います。

次に、県土整備部長に伺います。

県道、国道において、除草剤の影響で茶色に

変色した草が今年の夏も目立ちました。草刈り

の予算が限られているというお話です。大雨の

際には、排水溝周辺の草が排水を邪魔して、道

路が冠水するということが起きています。

私はこれまでも、議場において、人手不足に

対応していくためにも、費用削減のためにも、

草刈りの機械化・合理化を繰り返し提案してい

ます。

この夏には、ＮＥＸＣＯ３社グループ技術交

流会という場所で、車両積載型の草刈り機が紹

介されていました。

それら草刈り機械の導入を前提として、業務

の省力化を図り、道路環境の美化に努めてほし

いのですが、県土整備部長のお考えをお聞かせ

ください。

道路の草刈り○県土整備部長（原口耕治君）

は、道路利用者の安全確保と良好な沿道環境を

形成する観点から、重要な取組でありますが、

限られた予算の中、質の高い維持管理を行うた

めには、作業の効率化等が課題となっておりま

す。

草刈り作業の機械化につきましては、道路際

には縁石や防護柵などの施設があり、形状に合

わせるための機械の性能向上や、維持していく

ための費用など、多くの課題があることから、

全国的に普及が進んでいない状況にあります。

県としましては、業界の人材不足も懸念され

る中、新技術の開発の動向を注視するととも

に、同様の課題を抱える九州各県と意見交換を

行いながら、引き続き、効率的な道路の維持管

理に努めてまいります。

部長がおっしゃった「良好な○岩切達哉議員

沿道環境」、このためにずっと申し上げていま

す。良好な沿道環境は、まさに観光宮崎として

お招きする観光客のためにも必要なことですの

で、ぜひ、これからも道路の草刈りを頑張って

いただきたいと思います。

次に、病院局長に伺います。

延岡市では「空飛ぶクルマ」が話題になり、

その話は、県北の救急救命体制を絡めているよ

うであります。

議論の中では、「空飛ぶクルマ」で医師を運

ぶとかの考えも示されているとのことですが、

病院局においては、この話題について、どのよ

うに関与なり、市側から情報提供が行われてい

るのかをお聞かせいただきたいと思います。

「空飛ぶクルマ」○

を活用したプロジェクトに関して、延岡市から
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初めて具体的な説明がありましたのは、令和４

年６月であります。その際、同プロジェクトが

国の交付金事業として採択され、救命救急医療

への対応力強化を図っていく旨の説明がなされ

るとともに、県立延岡病院の協力を依頼された

ところです。

延岡病院といたしましては、その依頼に応え

る形で、市が設置した同プロジェクトの推進主

体に、宮崎大学医学部附属病院、延岡市医師会

とともに、オブザーバーとして参加しておりま

す。

また、先月22日に開催された事業検討会に、

地元医療機関として延岡病院が出席し、今後の

具体的なスケジュール等について説明を受けて

おります。

この課題については、関連質○岩切達哉議員

問として松本議員に引き継ぎますので、議長の

ほうでお取り計らいをよろしくお願いいたしま

す。

通告がありますので、関連質○濵砂 守議長

問を許します。

なお、発言時間は、主質問者の質問時間の範

囲内となります。松本哲也議員。

議長の許可をいただきました○松本哲也議員

ので、延岡市における「空飛ぶクルマ」につい

て、関連質問をさせていただきます。

少し「空飛ぶクルマ」について説明いたしま

すと、車のように空中を移動可能な乗り物です

が、実は明確な定義はないようです。乗車可能

なドローン、プロペラのついた電気自動車な

ど、開発者の主張で「空飛ぶクルマ」と言える

ようです。

車とはいえ、必ず道路を走行するものではあ

りませんが、今一番開発が進められているのが

ドローンを大きくしたタイプで、多くの方がこ

のイメージではないかと思います。2025年国際

博覧会（大阪・関西万博）において、運行実施

を目指して取り組まれている段階のものです。

そのような中に、延岡市が国のデジタル田園

都市国家構想推進交付金を活用して取り組む事

業の一つに、「空飛ぶクルマ」も見据えた新た

な救急搬送体制づくりがあります。

事業では、延岡・県北の課題として、「救急

現場への到着時間や救急病院への搬送時間の短

縮化」「ドクターヘリの片道15分圏の外」が挙

げられています。

目指す姿は、「搬送時間の短縮・迅速な受入

・スピーディーかつ適切な医療処置により、市

民の救命率を向上させ、助かる命を大幅に増や

す」となっています。

そこで、今後の県の役割についてお尋ねいた

します。

先ほどの岩切議員の質問への病院局長の答弁

では、延岡病院は市のプロジェクトにオブザー

バーとして参加、先月開催の事業検討会には、

地元医療機関として出席されたとのことです。

延岡市では、この事業をめぐり、様々な議論

が行われています。市は、「これまで節目節目

で県や近隣自治体には、事業の内容や現在の状

況を説明している」と議会で答弁されていま

す。

そこで、県立延岡病院において、延岡市が進

める「空飛ぶクルマ」に対して、今後どのよう

な役割を果たしていくのでしょうか、病院局長

にお尋ねいたします。

県立延岡病院は、○

県土の約４割を占める延岡西臼杵医療圏及び日

向入郷医療圏をカバーし、高度医療や救急医療

を提供する中核病院として、その役割を果たし

ているところであります。
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「空飛ぶクルマ」につきましては、山間部を

多く抱える県北地域の救命救急医療の強化に向

け、今後、技術面での検証や運用体制の在り方

など、様々な角度から検討がなされていくもの

と認識しております。

このようなことを踏まえ、延岡病院といたし

ましては、県北の三次救急医療を担う立場か

ら、救命救急や災害医療の現場で実際に活用す

るために必要な助言等を行ってまいりたいと考

えております。

それでは、次に移りますが、○松本哲也議員

延岡市は、この事業の説明資料において、空飛

ぶクルマサービスの導入が急務であるとして、

「周辺自治体の医療体制強化にも貢献」や「県

ドクターヘリやドクターカー、救急車との連携

により、更に効果的な運用が可能」であるとい

うことを導入のメリットとしております。

しかし、日向入郷医療圏や西臼杵郡の県民の

方々から、この事業が進むことによって、県北

へのドクターヘリ配備に影響を与えないのだろ

うかと、私には多くの問合せがありました。

私の先輩議員で、勇退されました満行潤一さ

んは、都城市選出でありますが、これまで九州

各県の広域連携や隣県との相互応援協定の視点

など、具体的な事例を織り込みながら、県北へ

のドクターヘリ配備の必要性を何度も訴えてく

ださいました。知事の答弁では、「導入は有益

であるが、財政上の課題が大きい」とあったよ

うです。

先ほどの病院局長の答弁にありましたよう

に、延岡西臼杵と日向入郷の医療圏は、県土の

約４割です。ドクターカーの運行は大変ありが

たく、感謝を申し上げます。ですが、高速道の

整備状況や地理的な事情からいたしますと、ド

クターヘリの配備は、広域行政を担う県に何と

しても導入・整備を行っていただきたいので

す。

そこで、県立延岡病院へのドクターヘリ２機

目導入に対する県の考え方について、福祉保健

部長にお伺いいたします。

県立延岡病院○福祉保健部長（川北正文君）

にドクターヘリを導入することは、延岡西臼杵

や日向入郷医療圏の救急患者の救命率の向上な

ど、救急医療体制の充実に有益であると考えて

おります。

一方で、新たにドクターヘリを導入するため

には、ヘリの格納庫の整備などの初期導入費用

や、年間約３億円の運航経費の負担のほか、救

急専門医や看護師などのスタッフの確保などの

課題があることから、慎重に検討する必要があ

ります。

県としましては、まずは、令和３年度に導入

された県立延岡病院のドクターカーの安定した

運行が図られるよう、引き続き、宮崎大学と連

携した救急医の養成と地域への派遣などを推進

し、県北の救急医療体制の充実に向けて取り組

んでまいります。

延岡市では、「県立延岡病院○松本哲也議員

との協議の中で、この取組によって延岡での研

修や勤務が期待できることが指摘されている。

県立延岡病院としても、空飛ぶクルマが新たな

医師確保をもたらすことを期待している」と議

会答弁されています。ぜひ様々な角度から、医

師確保を含め、県北地域における救急医療体制

の充実に取り組んでいただきますようお願いい

たします。

また、市が設置したプロジェクトに、宮崎大

学医学部附属病院や延岡市医師会もオブザー

バーとして参加されているということは、少し

安心いたしました。
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しかし、「空飛ぶクルマ」は実証実験中であ

り、その飛行時間や飛行距離など、クルマの性

能もまだまだ不明です。「空飛ぶ救急車」とも

お聞きしています。ドクターヘリを補完するも

のと思いますので、県においては、市の取組に

アドバイスを行いつつも、しっかり配備に向け

て検討を行っていただきたいと思います。

県北地域の救急医療体制の充実にはドクター

ヘリが必要です。早期に導入されることを期待

し、今後も引き続き議論させていただきたいと

思います。

以上で、私の関連質問を終わります。

では、最後の質問を私のほう○岩切達哉議員

から行いたいと思います。

企業局長に伺います。一ツ瀬川ゴルフ場の経

営継続についてであります。

８月の台風第６号によって冠水したと聞きま

す。被害状況と、今後もますます悪化が予想さ

れる気候危機の中、ゴルフ場経営継続に対する

考えをお聞かせください。

一ツ瀬川県民ゴル○企業局長（井手義哉君）

フ場につきましては、去る８月９日に台風第６

号の影響で冠水し、ゴルフコース内に土砂や流

木が流入したほか、バンカーから砂が流出した

ことから、復旧作業のため８日間の臨時休業と

なりました。

当ゴルフ場は、河川敷を利用しているため、

大雨等による冠水被害を受けやすい環境にあり

ますが、被害が一定程度の範囲内であれば、営

業努力等により収益の確保は可能であると考え

ております。

企業局としましては、災害のリスクや今後の

ゴルフ人口の動向も注視しながら、引き続き、

利用者のニーズに応えたコースづくりや各種コ

ンペの開催など、指定管理者との緊密な連携に

より、一層の集客力の向上を図り、安定経営に

努めてまいります。

多岐にわたる質問にそれぞれ○岩切達哉議員

お答えいただきました。女性の問題、子供の自

殺の問題、声なき声にも県は対応いただかなく

てはならない、本当に大変な思いをさせるわけ

なんですけれども、今後ともよろしくお願いし

たいと思います。

以上で、私の全ての質問を終わります。あり

がとうございました。（拍手）

以上で代表質問は終わりまし○濵砂 守議長

た。

明日の本会議は、午前10時から、一般質問で

あります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時16分散会
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